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 １ 文中に用いる本年度とは令和７年度を指し、前年度とは令和６年度を指す。 

 ２ 決算額として円単位まで記載することを原則としているが、経年比較のため文中及び 

表中で、千円単位で表示しているものがある。この場合、単位未満を四捨五入しており、

表中において内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

 ３ 文中及び表中の比率は、原則として小数第２位を四捨五入し、小数第１位までを表示 

した。このため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

 ４ 文中に用いるポイントとは、パーセンテージ間の単純差引数値である。 

 ５ 文中及び表中の符号の用法は、次のとおりである。 

「 － 」… 該当数値のないものを表す。 

「 △ 」… 減を表す。 
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令和７年度葛飾区各会計歳入歳出決算等の審査意見について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項の規定に基づき、令和７年

度葛飾区各会計歳入歳出決算及び証書類その他政令で定める書類を審査したので、次の

とおり意見を付する。 

 





令和７年度葛飾区各会計歳入歳出決算等の審査意見 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和７年度 葛飾区各会計歳入歳出決算書 

同 葛飾区各会計歳入歳出決算事項別明細書 

同 葛飾区各会計実質収支に関する調書 

同 葛飾区財産に関する調書 

２ 審査の期間 

  令和８年８月３日から令和８年８月２４日まで 

３ 審査の方法 

  審査にあたっては、区長から送付された各会計歳入歳出決算書その他前記の書類

に基づき、これらの決算計数と関係帳票との照合、計数の検算、分析等により決算

書式及び決算額の正否を確かめるとともに、前年度等との比較により財政状況の推

移を把握した。 

  また、主要な事務事業を選定して、関係部局のヒアリングを実施するとともに、

定期監査及び例月出納検査の結果も踏まえて審査を行った。 
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第２ 審査の結果 

審査に付された各会計歳入歳出決算書、各会計歳入歳出決算事項別明細書、各会計実

質収支に関する調書及び財産に関する調書は、関係法令に準拠して調製され、その計数

は証拠書類と照合した結果、いずれも誤りがないものと確認した。また、予算の執行及

び財政運営状況についても適正であると確認した。 

１ 決算の総括 

（１）各会計歳入歳出決算の総額 

本年度各会計の総計は、歳入総額３，８８１億６９４万４，７８１円、歳出総額３，

６９８億３万５，４０８円である。 

（２）一般会計の決算状況 

一般会計の決算状況は、歳入総額２，８４３億９，７６４万８，３７７円、歳出総額

２，６８１億７，３９９万６，６０９円で、前年度に比べ、歳入において１８４億１，

２６１万４，１６２円（６．９％）の増、歳出において１４３億９，７１８万７，０３

８円（５．７％）の増である。 

（単位：円）

区　　分 歳入額 歳出額 差引額

一　　般　　会　　計 284,397,648,377 268,173,996,609 16,223,651,768

国民健康保険事業特別会計 43,677,431,115 43,004,561,134 672,869,981

後期高齢者医療事業特別会計 12,387,399,579 12,387,399,579 0

介護保険事業特別会計 46,645,641,345 45,235,965,392 1,409,675,953

用　地　特　別　会　計 293,604,288 293,604,288 0

駐車場事業特別会計 705,220,077 704,508,406 711,671

計 388,106,944,781 369,800,035,408 18,306,909,373

７年度 ６年度 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

歳入額 284,397,648,377 265,985,034,215 18,412,614,162 6.9

歳出額 268,173,996,609 253,776,809,571 14,397,187,038 5.7

（単位：円・％）

区　分

一般会計
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（３）特別会計の決算状況  

 国民健康保険事業特別会計は、歳入が４３６億７，７４３万１，１１５円、歳出が４

３０億４５６万１，１３４円で、前年度に比べ、歳入で９億４，７４４万５４９円（２ 

．１％）、歳出で１１億１，９５０万５，１１５円（２．５％）の減である。 

後期高齢者医療事業特別会計は、歳入・歳出とも１２３億８，７３９万９，５７９円

で、前年度に比べ、歳入・歳出とも２，８５８万７，３４１円（０．２％）の増である。 

介護保険事業特別会計は、歳入が４６６億４，５６４万１，３４５円、歳出が４５２億

３，５９６万５，３９２円で、前年度に比べ、歳入で１８億５，１４３万１，３２６円（ 

４．１％）、歳出で１４億２，９６０万５，９３５円（３．３％）の増である。 

 用地特別会計は、歳入・歳出とも２億９，３６０万４，２８８円で、前年度に比べ、歳

入・歳出とも２，９７８万９，７７７円（９．２％）の減である。 

駐車場事業特別会計は、歳入が７億５２２万７７円、歳出が７億４５０万８，４０６円

で、前年度に比べ、歳入で３，４０４万９，７０３円（５．１％）、歳出で３，３４６万

２，９５２円（５．０％）の増である。 

７年度 ６年度 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

国民健康保険
歳入額 43,677,431,115 44,624,871,664 △ 947,440,549 △ 2.1

事業特別会計 歳出額 43,004,561,134 44,124,066,249 △ 1,119,505,115 △ 2.5

後期高齢者医療
歳入額 12,387,399,579 12,358,812,238 28,587,341 0.2

事業特別会計 歳出額 12,387,399,579 12,358,812,238 28,587,341 0.2

介護保険事業
歳入額 46,645,641,345 44,794,210,019 1,851,431,326 4.1

特 別 会 計
歳出額 45,235,965,392 43,806,359,457 1,429,605,935 3.3

用 地
歳入額 293,604,288 323,394,065 △ 29,789,777 △ 9.2

特 別 会 計
歳出額 293,604,288 323,394,065 △ 29,789,777 △ 9.2

駐 車 場 事 業
歳入額 705,220,077 671,170,374 34,049,703 5.1

特 別 会 計 歳出額 704,508,406 671,045,454 33,462,952 5.0

（単位：円・％）

区　分
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２ 普通会計による財務分析 

普通会計とは、各地方公共団体の財政状況の把握、地方財政の比較分析等のため統

計上、統一的に用いられる会計であり、総務省の定める基準により各地方公共団体の

会計を再構築したものである。 

（１）普通会計の決算収支 

（単位 ： 千円）

区 　分 　　７年度　※１ ６年度 ５年度

歳    入    総    額 Ａ 284,086,024 265,261,084 286,051,597

歳    出    総    額 Ｂ 267,862,372 253,052,860 273,038,078

差  引  額（Ａ－Ｂ） Ｃ 16,223,652 12,208,224 13,013,519

翌年度へ繰り越すべき財源　※２ Ｄ 1,255,171 2,209,415 1,604,388

実  質  収  支（Ｃ－Ｄ） Ｅ 14,968,481 9,998,809 11,409,131

単   年   度   収   支 Ｆ 4,969,672 △ 1,410,322 80,054

積 立 金（財 調 基 金） Ｇ 1,758,630 2,024,939 1,519,973

繰   上   償   還   金 Ｈ 0 0 0

積  立  金  取  崩  し  額 Ｉ 1,472,685 2,176,169 3,759,659

実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） Ｊ 5,255,617 △ 1,561,552 △ 2,159,632

基  準  財  政  需  要  額 143,560,208 134,830,775 128,901,835

基  準  財  政  収  入  額 49,374,591 46,812,691 44,702,522

標   準   財   政   規  模 149,971,431 140,876,894 134,525,131

123,589,698 115,559,103 106,009,093

歳 入 経 常 一 般 財 源 等 152,928,578 143,512,896 136,844,269

2,950,488 3,049,545 1,608,933

一  般  財  源  等  総  額 178,052,660 170,518,944 166,533,036

減 収 補 て ん 債 特 例 分 0 0 0

臨  時  財  政  対  策  債 0 0 0

※１　７年度の表中の数値は、速報値である。

※２　翌年度へ繰り越す事業の支出に充てるための財源のうち既に収入済のものである。

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等

公 債 費 充 当 一 般 財 源 等 
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（２）財政指標 

財政指標は、財政構造の健全性や弾力性を判断するのに用いられ、普通会計の決算

数値などから算出される。 

ア 実質収支比率

実質収支比率は、標準財政規模に対する実質収支額の割合をいい、財政運営状況を

判断する指標の一つである。本年度は、１０．０％の黒字で、前年度比２．９ポイン

トの増となった。これは分母である標準財政規模が６．５ポイントの増となった一方

で、分子である実質収支額が４９．７ポイントの増となったことによる。

イ 財政力指数

財政力指数は、基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合で直近３か年の平均

で示され、一般的にこの指数が大きいほど財政力が強いとされている。本区は、令和

５年度から令和７年度まで０．３５で推移しており、いずれも特別区平均を下回って

いる。 

ウ 経常収支比率

経常収支比率は、人件費、扶助費、公債費のように容易に縮減することが困難な経

常的経費に、地方税を中心とする経常一般財源がどの程度充当されているかによって、

財政構造の弾力性を判断する指標で、一般的に７０～８０％が適正水準と考えられて

いる。本年度は、前年度比０．３ポイント増の８０．８％であり、特別区平均と比べ

て４．３ポイント上回っている。これは、特別区交付金や特別区税の増などにより分

母が９４億円の増となった一方で、物件費や扶助費の増などにより分子が８０億円の

増加となったことによる。 

エ 公債費負担比率

公債費負担比率は、公債費充当一般財源（地方債の元利償還金等の公債費に充当さ

れた一般財源）が一般財源総額に対し、どの程度の割合になっているかを示す指標で

ある。比率が高いほど財政運営の硬直化を示し、一般的には１５％が警戒ラインとさ

れている。本年度は、分母である一般財源総額が増加したことに加え、分子である公

債費充当一般財源が減少したことにより、前年度比０．１ポイント減となっている。

公債費負担比率は１．７％となっており、適正な範囲にある。 

葛飾区 特別区平均 葛飾区 特別区平均 葛飾区 特別区平均

実質収支比率 10.0% 6.5% 7.1% 6.4% 8.5% 6.2%

財政力指数 0.35 0.54 0.35 0.54 0.35 0.54

経常収支比率 80.8% 76.5% 80.5% 77.7% 77.5% 76.5%

公債費負担比率 1.7% 1.6% 1.8% 1.6% 1.0% 1.8%

財政指標
７年度 ６年度

※７年度の表中の数値は、速報値である。

５年度※
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（３）性質別歳出 

地方公共団体の歳出を、その性質によって、義務的経費、投資的経費及びその他の

経費に大別したものである。義務的経費は、人件費、扶助費、公債費からなり、いず

れも法令等によって支出が義務づけられている経費であり、投資的経費は将来のため

に投資する公共事業や災害復旧事業などに要する経費である。 

義務的経費は、１，２８２億６，１０３万７千円で、前年度に比べ３６億６２７万１

千円（２．９％）の増となっている。これは、給与改定などにより人件費が４．１％の

増となったことや、児童手当の増、物価高対応子育て応援手当の皆増となったことなど

により、扶助費が２．６％の増となったことによる。なお、決算総額から見た義務的経

費の構成比は前年度より１．４ポイント下回っている。 

投資的経費は、３７５億７，２０５万８千円で、前年度に比べ４３億４，９８８万１

千円（１３．１％）の増となっている。これは、街づくり事業経費や小中学校建設経費

などの減により補助事業費が全体で３７．５％の減となった一方で、単独事業費におい

て、特別養護老人ホーム等代替施設建設経費の皆増や子ども未来プラザ建設経費の増な

どによって４８．１％の増となったことによる。なお、決算総額から見た投資的経費の

構成比は前年度より０．９ポイント上回っている。 

増減額 増減率

決算額Ａ 構成比 決算額Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

128,261,037 47.9 124,654,766 49.3 3,606,271 2.9

人件費 33,935,216 12.7 32,583,873 12.9 1,351,343 4.1

扶助費 91,375,333 34.1 89,021,348 35.2 2,353,985 2.6

公債費 2,950,488 1.1 3,049,545 1.2 △ 99,057 △ 3.2

37,572,058 14.0 33,222,177 13.1 4,349,881 13.1

補助事業費 8,489,108 3.2 13,581,004 5.4 △ 5,091,896 △ 37.5

単独事業費 29,082,950 10.9 19,641,173 7.8 9,441,777 48.1

102,029,277 38.1 95,175,917 37.6 6,853,360 7.2

物件費 47,581,555 17.8 41,471,266 16.4 6,110,289 14.7

維持補修費 3,574,104 1.3 2,652,513 1.0 921,591 34.7

補助費等 19,322,670 7.2 17,484,208 6.9 1,838,462 10.5

積立金 11,028,591 4.1 13,142,606 5.2 △ 2,114,015 △ 16.1

貸付金 2,486,604 0.9 2,372,608 0.9 113,996 4.8

繰出金 18,035,753 6.7 18,052,716 7.1 △ 16,963 △ 0.1

267,862,372 100.0 253,052,860 100.0 14,809,512 5.9

（単位：千円・％）

区　　分
７年度 ６年度

義務的経費

投資的経費

合　計

その他の経費

－  6 －



その他の経費は、１，０２０億２，９２７万７千円で、前年度に比べ６８億５，３３

６万円（７．２％）の増となっている。これは、後期高齢者医療事業特別会計への繰出

金の減や公共施設等整備基金等への積立金が減となった一方で、業務用端末の入替等に

よる物件費の増、物価高騰緊急対策支援金や区民の環境行動推進経費などの補助費等が

増となったことによる。なお、決算総額から見たその他の経費の構成比は前年度より０．

５ポイント上回っている。 

性質別歳出の年度推移は、次のとおりである。 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

義務的経費 114,178 51.5 110,171 46.1 116,500 42.7 124,655 49.3 128,261 47.9

投資的経費 26,318 11.9 27,898 11.7 64,233 23.5 33,222 13.1 37,572 14.0

その他の経費 81,197 36.6 101,120 42.3 92,305 33.8 95,176 37.6 102,029 38.1

合　計 221,692 100.0 239,189 100.0 273,038 100.0 253,053 100.0 267,862 100.0

決算額は、５年にわたる経年変化を見るため、百万円単位で表示している。

（単位：百万円・％）

区　分
６年度 ７年度３年度 ４年度 ５年度
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３ 総括意見 

 近年、区政を取り巻く環境は、欧米における高い金利水準の継続などから、海外景気の 

下振れリスクや、継続する物価上昇等の影響、通商政策などアメリカの政策動向、中東地 

域をめぐる情勢など、非常に流動的となっている。とりわけ、食料品やエネルギーをはじ 

めとした物価高騰は、区民生活や区内事業者の事業経営に大きな影響を与えていること

となっている。 

また、こうした物価高騰への対策をはじめ、介護・医療・福祉等の社会保障関係や公共 

施設の改築や修繕、駅周辺の市街地再開発事業、大規模災害への備えなどのほか、子ど

も・子育てなどに関する社会的課題への対応など、行政需要はますます増大することが

見込まれる。このような状況の中、令和７年度当初予算については、歳入面では特別区民

税や特別交付金の増などにより一般財源全体の増を見込むほか、基金繰入れ等による財

政対応力を発揮し、最大限の財源対策に努めた。一方、歳出面では、物価高騰の影響によ

り事業費全体が増加となったが、令和６年度策定の中期実施計画に掲げる事業に加えて、

義務教育期間にかかる子育て世帯の経済的負担を軽減する修学旅行費・一部副教材費等

の無償化や、社会的養護経験者が進学や就職を機に自立した生活をするための支援等の

重点事業などを着実に推進する予算としたものである。 

また、必要とされる行政需要に対し弾力的に対応をするため、補正予算を編成し、様々

な取組を実行した。具体的には、かつしかプレミアム付商品券等の発行部数の拡大、都の

物価高騰緊急対策事業の対象外の介護施設や私立学童保育クラブへの支援、保育所等の

第一子保育料無償化、住まいの防犯対策費助成の拡充、特別養護老人ホームの大規模改

修費の助成、物価高騰緊急対策支援金の支給など数多くの取組を実施してきたことを評

価する。 

さらに、「夢と誇りあるふるさと葛飾」の実現のため、様々な主要事業を推進・実現し

た。例を挙げると、区民生活の支援に向けては、帯状疱疹ワクチンの定期予防接種化、安

全・安心なまちづくりに向けては、木造住宅密集地域等への感震ブレーカー設置支援の

拡充、良質な子育て・教育環境づくりに向けては、区立小中学校における修学旅行費や給

食費の無償化等の保護者負担軽減、理数系分野コースを新設した「かつしかチャレンジ

プログラム」の充実などの取組を行った。また、福祉・健康まちづくりに向けては、認知

症施策推進計画の策定や理解促進に向けた条例制定の推進、快適でにぎわいあるまちづ

くりに向けては、金町・新小岩・立石駅周辺再開発の推進、新金線を活用した新たな交通

システム整備構想の取りまとめなど、数多くの事業に関して時期を逸することなく、積

極的に展開してきた。

このような事業実績を上げた令和７年度決算の特徴について、次のとおり意見する。 

（１）令和７年度決算の特徴 

令和７年度一般会計決算の歳入総額は、２，８４４億円で前年度比６．９％増であ

った。一般財源については、定額減税の減税補填分の交付が減少したことにより２

１億４３百万円の減となった。一方で、納税義務者の増加などにより特別区民税が

４１億２百万円、軽自動車税が１千４百万円それぞれ増となり、また、市町村民税法

人分の伸びなどにより特別区交付金が８２億４９百万円の増となったことなどから、 
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一般財源総額は、１，５５４億４６百万円で前年度比７．９％の増となった。 

特定財源については、児童手当給付費と児童扶養手当給付費を合わせて２１億８４

百万円の増、物価高対応子育て応援手当給付事業費が１３億２９百万円の皆増などに

より、国庫支出金は２０億８６百万円の増となった。都支出金については、保育園費

１１億４６百万円の増、都市計画交付金９億４１百万円の増などにより１７億１７百

万円の増となった。その他、基金などからの繰入金が３８億５１百万円の増となった

ことなどから、特定財源総額は、１，２８９億５２百万円で前年度比５．７％の増と

なった。 

一般会計の歳出総額は、２，６８２億円で前年度比５．７％の増であった。義務的

経費においては、退職手当が１１億１８百万円の減となる一方、物価高対応子育て応

援手当給付事業経費が１２億６２百万円の皆増、障害者自立支援経費が３億９６百万

円の増となった。また、投資的経費においては、特別養護老人ホーム等代替施設建設

経費が２０億５４百万円の皆増、子ども未来プラザ建設経費が１１億３５百万円の増

となったことなどが主な要因である。 

（２）重点事業ヒアリング 

下記の事業についてヒアリングを実施した。それぞれの事業に対する意見は後述の

とおりである。 

ア 婚活支援事業

イ 発達障害の可能性のある子どもに対する重層的な支援体制の充実

ウ 避難行動要支援者対策等の充実

エ 地域防災の連携・強化

オ 亀有・柴又地域観光拠点施設活用推進事業

カ デジタル技術の効果的な活用推進

審査の結果、令和７年度における歳入歳出決算は適正に執行されており、また、各

財政指標は、本区の財政の健全性と弾力性を示していることを確認した。 

 今後も、区政を取り巻く環境は、不安定な海外情勢や円安の影響等による食料品

やエネルギーの価格等の高騰が長期化することも懸念されており、そのことにより

区民生活や区内事業者の事業活動にも大きな影響を及ぼし、先行き不透明な状況で

ある。こうした中でも引き続き、時代の変化に即応し、区民や事業者のニーズに応え

る施策に関して時期を逸することなく展開するとともに、区民サービスの向上や業

務の効率化を進めて、中期実施計画を着実に遂行していくことに努められたい。 
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【重点事業に対するヒアリング結果】 

１ 子ども・教育分野／子ども・家庭支援 

●婚活支援事業 子育て支援部

＜事業概要＞

 結婚を希望する若者に対し、多様な出会いや交流の場となる婚活イベントを実施すること

で、自らが希望する将来を実現できるよう支援する。また、婚活に役立つコミュニケーショ

ンスキルの向上等を目的としたセミナーもあわせて実施する。 

さらに、区内を活動拠点とする非営利団体が行う婚活イベントに対して、事業に必要な経

費の一部を助成する。 

● 事業費 ３３８万３千円

監査委員意見 

「子育てするなら葛飾で」推進プロジェクトでは、妊娠・出産・子育ての切れ目な

い支援を行い、子育て世代を中心とした多くの人から「住んでみたい、住み続けたい」

と思われる魅力的なまちづくりを進めてきている。本事業は令和７年度から重点事業

として位置づけられ、結婚を希望する若者を支援するため、婚活イベント事業などを

新たに実施したものである。 

婚活イベント事業については、参加者数３７人に対しマッチング数は１２組と高い

割合となった。また、参加者のアンケート結果では、イベントの満足度は７８％と概

ね好評を得ている。そして、参加者からは「定期的に実施してほしい」「自治体がイベ

ントを行うと安心できる」との意見も寄せられていることから事業効果は高いものと

考え、評価する。そのほか、婚活イベントを実施する区内の非営利団体に対し、事業

に必要な経費の一部を助成する婚活支援事業費補助の取組も行い、１件の補助実績が

あったものである。 

また、婚活イベント事業では、婚活に役立つ身だしなみや会話のテクニック等を学

ぶセミナーも同日に開催し、参加者に対してきめ細かい支援を行うほか、パーティに

おいても参加者の様子を見て、適宜コミュニケーションをサポートするなど、婚活が

上手くいくように配慮が行き届いている。 

 今後、この婚活イベント事業がより良いものとなるために、例えば、マッチングし

たカップルが成婚に結びついたときや本区に定住したときなどに紹介する機会を設

け、広く周知するなどの取組も検討いただきたい。 

令和７年度に初めて立ち上げた事業のため、参加者へのアンケートを時間をおくな

ど工夫しながら実施し、改めて事業内容の振り返りを行うほか、婚活イベントを実施

する区内の非営利団体の掘り起こしも検討しながら、本事業の実効性が高まるものと

なることを期待する。 
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２ 子ども・教育分野／学校教育 

●発達障害の可能性のある子どもに対する重層的な支援の充実 教育委員会事務局

＜事業概要＞

 教員が巡回指導を行う「特別支援教室」を全ての小・中学校で実施するとともに、多層指

導モデル（デジタル版ＭＩＭ）を全ての小学校で引き続き実施する。 

また、「クラス支援員」の配置時間を拡大するとともにデジタル教材を導入し、発達障害等

のある児童・生徒が、円滑な学校生活を送れる学習環境を整える。 

さらに、子どもとの関わり方に困っている保護者向けの「ペアレントトレーニング」の定

員を拡大して実施する。 

● 事業費 １億８，２５０万３千円

監査委員意見 

 令和４年に文部科学省が行った「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要と

する児童生徒に関する調査」によると、小・中学校の通常学級に在籍する児童・生徒

のうち、学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた割合は８．８％にのぼり、本

区においても同様の傾向が見られるとのことである。そのような現状を踏まえ、発達

障害の可能性のある児童・生徒に対し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた重層的な

支援の充実を図ることが求められている。 

 重層的な支援の充実では、特別支援教室の運営、自閉症・情緒障害特別支援学級の

運営、クラス支援員の配置、認知機能強化トレーニングアプリの導入、ペアレントト

レーニングの実施、学習者用デジタル教科書の導入など、一人ひとりの児童・生徒に

配慮した取組をしていることを評価する。このような良い取組を保護者の方にも広く

周知し、理解を進めていただきたい。 

また、ペアレントトレーニングは特別支援教室に通う児童の保護者を対象として、

子どもへの声かけの仕方や困った行動に対してどのように対処したほうが良いのかな

どをロールプレイやグループディスカッションで行っているものだが、児童に対する

保護者と学校との意識のギャップを埋めるのに有効なものと考えられるため、現在の

対象を拡大し、保護者の不安が少しでも和らぐこととなるよう、努めていただきたい。 

 発達障害の可能性のある子どもに対し、様々な手法が広がり、子どもの状況に応じ

た環境を用意できることは望ましいことである。今後も一つ一つ効果的な手法を積み

上げて、子どもにとってより良い環境を作っていただくことを期待する。 
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３ 街づくり・環境・産業分野／防災・生活安全 

●避難行動要支援者対策等の充実 福祉部

＜事業概要＞

 特に被災リスクの高い、高齢者、障害者などの避難行動要支援者が災害時に適切な避難行

動を行うための「個別避難計画」「災害時個別支援計画」の策定・見直しを進める。また、平

時から自治町会などの地域における安否確認・避難支援の仕組みづくりや避難先となる福祉

施設の業務継続計画の策定支援などを進め、地域の方や民間事業者の協力体制のもと、個別

避難計画等の実行性を確保していく。 

● 事業費 ６，８６８万２千円

監査委員意見 

 令和元年台風１９号において、多くの高齢者や障害者などの方々が被害にあったこ

とを背景にして、災害対策基本法が改正され、個別避難計画の作成が市町村の努力義

務となった。災害時にひとりも取り残さない葛飾区をめざして、避難行動要支援者へ

の避難対策を進めることが重要である。また、本事業は、平時の備えから災害時の支

援までの一連の体制を構築することを目的とするものである。 

 避難行動要支援者約６千４百人に対し、避難行動要支援者名簿登載への同意を調査

し、同意取得済人数は約４千人、同意率は６２．７％だった。また、避難支援者名簿の

提供を受けた自治町会は６７団体で、全自治町会の約２８％であった。そのほか、新

規の個別避難計画作成件数は約１千５百件であり、既存の作成件数を含めた作成率は

５０．５％であった。このように、避難行動要支援者への全数調査や避難支援の関係

者に対して名簿の提供などを着実に実施したことは、評価に値する。 

 また、自治町会においては役員の高齢化などもあり、避難行動要支援者名簿の提供

を受けることへの同意が進みにくいと考えられる。そのため、避難支援が円滑にでき

るよう、自治町会と消防団とが連携を図れるような仕組みづくりや、双方が参加する

モデル訓練の実施などを検討いただきたい。さらに、個別避難計画の実行性を高める

ため、平時の見守り活動を行っている民生委員・児童委員の方々に対しても、避難行

動要支援者名簿の提供を受けることへの負担感が軽減できるよう、個別避難計画と平

時の見守り活動とが連動できる仕組みづくりに努めていただきたい。 

 また、災害時に避難行動要支援者の避難を一人でも多く円滑に行うためには、避難

行動要支援者の名簿登載への同意を増やす必要がある。本人やケアマネージャーに個

別避難計画作成の意義を丁寧に説明していただきたい。加えて、自治町会や民生委員・

児童委員以外にも、既存の支援する仕組みをいかに拡大していくかが重要な視点であ

る。学生やＰＴＡ、事業者や店舗の方々など、多くの協力が得られるよう、努めてい

ただき、避難行動要支援者対策がより一層充実することを期待する。 
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４ 街づくり・環境・産業分野／防災・生活安全 

●地域防災の連携・強化 地域振興部

＜事業概要＞

 地域住民による学校避難所の自主運営を促進するため、葛飾区災害対策条例第２１条等に

基づき、防災専門業者による講演会やワークショップを活用しながら、避難所運営会議及び

訓練の支援を行う。また、円滑な避難所運営のため、避難所利用計画図や開設マニュアル等

を整備する。さらに、自治町会等が行う地域防災会議において、防災上の課題抽出と課題解

決の方向性について防災専門業者を交えて検討し、ロードマップの作成等を実施する。 

● 事業費 １，５４６万１千円

監査委員意見 

 阪神・淡路大震災等では、震災直後の住民同士による助け合いによって多くの命が

救われており、共助の重要性は明らかとなっている。また、発災直後の避難所の開設

は、職員が参集できない場合に備え、避難する区民自らが避難所を開設できるよう、

区は避難所の運営会議や開設訓練を支援することも大切である。 

そこで、本事業は、防災専門業者による講演会やワークショップを活用しながら、

避難所運営会議及び訓練の支援を行うほか、避難所利用計画図や開設マニュアル等の

整備、地域防災会議の開催の支援など、様々な取組を実施しているものである。 

また、時系列に沿って、避難所開設のための具体的な手順・行動を記載した避難所

運営ツールである「アクションカード」を防災訓練で活用していることは、参加者へ

の意識づけにも効果的であり、評価する。引き続き、アクションカードを使った訓練

の提案に取り組んでいただきたい。また、避難所運営において女性への配慮が課題と

なるため、防災市民組織や避難所運営組織における女性リーダーの必要性について、

様々な機会を捉えて説明していただきたい。さらに、本区における外国人の人口は３

万３千人（令和８年７月１日現在）を超えていることからも、外国人における避難所

でのコミュニケーションや避難所生活での共助も課題と考える。そこで、外国人のコ

ミュニティなどに防災訓練の参加を働きかけ、訓練をとおして避難所生活のイメージ

を予め掴んでもらい、災害時に混乱が生じないように努めていただきたい。 

なお、避難所運営は長期化するため、引き続き従事する職員の交代の仕組みを検討

いただき、従事する職員の健康管理にも配慮いただきたい。あわせて、訓練時に職員

とわかるようビブスを着用することで、参加している自治町会が安心感を抱くととも

に、職員の意識も高まるようにしていただきたい。さらに、避難所指定職員のモチベ

ーションがアップし、積極的に防災活動に従事することは実際に災害が発生したとき

に実を結ぶことになると考えられるため、職員への動機付けや勤務条件面での処遇改

善の検討も進めていただきたい。 

今後も引き続き、地域防災の連携・強化を推し進め、災害発生時に迅速かつ的確な

対応ができることを強く期待する。 
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５ 街づくり・環境・産業分野／観光・文化 

●亀有・柴又地域観光拠点施設活用推進事業 産業観光部

＜事業概要＞

 令和７年３月に開館したこち亀記念館や、令和８年にオープンした柴又川甚まちなみ館の

活用を進め、新たな観光客層の誘客や来訪者の回遊性向上、地域のより一層のにぎわい創出

につながる魅力ある事業を実施する。あわせて、施設を核とした地域との協働による観光ま

ちづくりを推進し、観光による商店街振興及び地域活性化を通じて、地域の持続的な発展を

図る。 

● 事業費 １０億１０５万４千円

監査委員意見 

 こち亀記念館は、積極的な広報や国内外で多数のアワード受賞をしたデザインの良

さなどから開館から１年で入館１０万人を達成、令和８年６月末時点でも１３万５千

人と多くの来館者を記録している。また、グッズ販売も令和８年３月末時点で５千５

百万円を売り上げており、誘客に大きな成果が表れていることを評価する。 

さらに、地域協議会や商店会などの方々とこち亀記念館の運用や地域連携などにつ

いて協議するなど、地域が一体となって、商店街振興や地域活性化の方策を検討して

いることは評価すべき取組であり、地域の持続性や発展にもつながるため、引き続き

取り組んでいただきたい。 

また、こち亀記念館にはなく地域の店舗だけでしか手に入らないグッズの製作を区

が積極的に支援し、来館者の回遊性を高めていることも評価に値する。 

なお、こち亀記念館を知る機会をさらに増やすため、通行人が気づきやすいよう、

建物の入口付近へののぼり旗などの掲示や道路の広告表示を行うほか、学校における

社会科見学へのコース設定、柴又地域とともにバス旅行への組み入れなど、様々なア

イディアや働きかけを駆使し、誘客につなげていただきたい。また、リピーターを確

保するため、リニューアルの規模や必要性を精査しつつ、将来的には寅さん記念館の

ように定期的にリニューアルを施していただきたい。その際には、来館者の占める割

合が多い海外の方に対しても、集英社と連携を図りながら、積極的なＰＲを展開して

いただきたい。 

また、こち亀記念館はファンの方の来館が多いと考えられるが、こち亀自体知らな

い来館者に対しては、こち亀記念館のコンセプトや展示物の意味がわかるよう、説明

用二次元コードを表示するなど、案内方法を工夫し、初めて来館する方も楽しめる施

設となるよう、努めていただきたい。 

 今後も、こち亀記念館の運用や地域連携などについて、様々なアイディアを出し、

積極的なＰＲや展示内容を工夫しながら、引き続きこち亀記念館が魅力ある施設であ

り続けるよう、大いに期待する。 
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６ 区民サービスの向上／区民サービス 

●デジタル技術の効果的な活用推進 政策経営部

＜事業概要＞

 自治体情報システムの共通化・標準化の取組を踏まえた申請手続および相談業務のオンラ

イン化や、「行かない」「書かない」「待たない」窓口の実現に向けた取組を進めるとともに、 

窓口職員が生成ＡＩを活用することにより、更なる区民サービスの向上を目指す。 

また、自治町会や事業者等のデジタル導入の支援を行い、地域社会のデジタル化を促進す

るほか、区役所全体のＤＸを一層推進するため、職員の意識改革研修やデジタルツールを拡

充していく。 

● 事業費 ７１億１，１０６万１千円

監査委員意見 

 「スマートかつしか」の実現に向けて、区民サービスの向上につながる業務改革（Ｂ

ＰＲ）や生成ＡＩの効果的な活用などにより、区役所業務全体や様々な分野でのＤＸ

を戦略的に進めることとし、ＷＥＢ口座振替受付サービスの導入でも明らかなように、

ＤＸの推進は区民の利便性向上や業務の効率化につながるものである。 

また、「書かない」窓口を実現するため、窓口支援システムの構築を進めるほか、手

続きのオンライン化の支援、ペーパーレスの取組、地域活動団体等へのＤＸ推進、全

庁的な生成ＡＩの活用など、積極的に取り組んだことは評価に値する。 

なお、地域活動団体等のＤＸ推進においては、デジタル活用支援出前講座やスマー

トフォン相談会における具体的なわかりやすいメニューの設定や電子回覧板の普及な

ど、地域活動団体等に対してきめ細かい支援を行っていただきたい。 

また、区役所本庁内のＤＸ化が進んでいることは評価するが、出先職場においては

本庁内と比べ、必ずしもＤＸ化への理解や業務の効率化が進んでいるとは言えない。

そこで、ＤＸの利用者側で困っていることの意見を吸い上げる機会を設けたり、手厚

いサポート体制を整えるなど、丁寧に進めていただきたい。 

また、ＤＸ推進によりペーパーレス化も期待できるが、本庁内にとどまらず、出先

職場も含め区役所全体での紙文書削減の効果が把握できるよう、取り組んでいただき

たい。そして、関係機関も含めたペーパーレス化が進むよう、検討を重ねていただき

たい。 

なお、窓口受付用二次元コードの読み取りが上手くいかず、「書かない」窓口の移行

が当初の想定より遅れているとのことだが、区民サービスの利便性向上や窓口の混雑

緩和に影響があるため、着実に進めていただくことを要望する。 

今後、新庁舎移転に向けてＤＸ化を確かなものにしていくためには、契約方法やＤ

Ｘ化による事務改善や事業効果などを検証し、また、新たな手法も創意工夫しながら、

令和５年度に策定の「かつしかＤＸ」の戦略的な取組がスピード感をもって実現され

ることで、区民の利便性向上につながることを期待する。 
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第３ 決算等の概要 

１ 各会計決算  

一般会計及び特別会計を合わせた歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

歳入総額  ３８８，１０６，９４４，７８１ 円 

歳出総額  ３６９，８００，０３５，４０８ 円 

差 引 額  １８，３０６，９０９，３７３ 円 

会計別の財政収支は、次のとおりである。 

  歳入決算額の構成比 歳出決算額の構成比 

差引額

決算額Ａ 収入率 決算額Ｂ 執行率 Ａ－Ｂ

一 般 会 計 283,545,557,981 284,397,648,377 100.3 268,173,996,609 94.6 16,223,651,768

国民健康保険
事業特別会計

49,387,161,000 43,677,431,115 88.4 43,004,561,134 87.1 672,869,981

後期高齢者医療
事業特別会計

12,693,835,000 12,387,399,579 97.6 12,387,399,579 97.6 0

介護保険事業
特 別 会 計

48,269,899,000 46,645,641,345 96.6 45,235,965,392 93.7 1,409,675,953

用 地
特 別 会 計

293,700,000 293,604,288 100.0 293,604,288 100.0 0

駐 車 場 事 業
特 別 会 計

707,000,000 705,220,077 99.7 704,508,406 99.6 711,671

合　　計 394,897,152,981 388,106,944,781 98.3 369,800,035,408 93.6 18,306,909,373

（単位：円・％）

会　計 予算現額
収入済額 支出済額
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歳入対前年度比較 

歳出対前年度比較 

増減額

７年度 Ａ ６年度 Ｂ Ａ－Ｂ

一 般 会 計 284,397,648,377 265,985,034,215 18,412,614,162 6.9

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

43,677,431,115 44,624,871,664 △ 947,440,549 △ 2.1

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

12,387,399,579 12,358,812,238 28,587,341 0.2

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

46,645,641,345 44,794,210,019 1,851,431,326 4.1

用 地
特 別 会 計

293,604,288 323,394,065 △ 29,789,777 △ 9.2

駐 車 場 事 業
特 別 会 計

705,220,077 671,170,374 34,049,703 5.1

合　　計 388,106,944,781 368,757,492,575 19,349,452,206 5.2

収入済額
伸び率

（単位：円・％）

会　　計

増減額

７年度 Ａ ６年度 Ｂ Ａ－Ｂ

一 般 会 計 268,173,996,609 253,776,809,571 14,397,187,038 5.7

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

43,004,561,134 44,124,066,249 △ 1,119,505,115 △ 2.5

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

12,387,399,579 12,358,812,238 28,587,341 0.2

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

45,235,965,392 43,806,359,457 1,429,605,935 3.3

用 地
特 別 会 計

293,604,288 323,394,065 △ 29,789,777 △ 9.2

駐 車 場 事 業
特 別 会 計

704,508,406 671,045,454 33,462,952 5.0

合　　計 369,800,035,408 355,060,487,034 14,739,548,374 4.2

（単位：円・％）

会　　計
支出済額

伸び率
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２ 資金収支状況 

会計別の毎月の収支残高累計は、次のとおりである。 

資金管理については、合同運用を行っている。これは、歳入歳出外現金を含めた各

会計間の現金を総体的に確実かつ有利に運用するとともに、各会計間の所属現金に過

不足が生じたときに相互に資金の活用を図り、支払資金として効率的な運用を行うた

めである。 

資金運用状況については、例月出納検査の際に、歳計剰余金、各基金積立金につい

て関係帳簿や証書類等により照合するとともに、指定金融機関の貸金庫内に保管する

証書監査を実施し、運用と保管とも適正に行われていることを確認した。 

（単位：円）

国民健康保険事業 後期高齢者医療 介 護 保 険 事 業

特 別 会 計 事 業 特 別 会 計 特 別 会 計

７ ４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

８ １

２

３

４

５

年 月
一 般 会 計

収支残高累計 収支残高累計 収支残高累計 収支残高累計

△ 4,797,961,652 732,395,845 760,367,534 1,779,454,599

△ 8,782,306,753 802,547,682 681,199,402 2,556,528,796

△ 1,390,372,645 1,696,022,749 57,631,195 2,217,184,309

△ 7,467,791,736 3,976,373,992 1,688,304,877 4,253,537,777

△ 4,249,530,680 3,056,165,365 1,585,645,848 4,576,284,335

450,584,230 2,207,319,834 1,667,123,933 5,209,001,636

3,491,397,247 1,475,446,789 817,045,287 5,160,199,102

8,629,213,259 568,143,115 472,841,751 5,333,709,402

7,280,716,059 △ 380,304,829 △ 325,344,260 3,957,312,159

6,271,727,320 △ 1,105,437,072 △ 810,248,633 5,930,732,677

1,660,149,331 △ 1,563,531,456 △ 128,763,895 4,648,185,103

21,526,015,804 △ 697,828,098 △ 817,188,304 4,445,235,555

出
納
整

理
期
間

16,394,672,789 △ 26,915,898 △ 563,376,585 2,064,085,747

16,223,651,768 672,869,981 0 1,409,675,953
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（単位：円）

用 地 駐 車 場 事 業

特 別 会 計 特 別 会 計

７ ４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

８ １

２

３

４

５

6,140,931,467

5,195,005,367

6,083,529,350

5,035,982,875

― 

― 

5,044,539,697

6,050,497,489

5,286,298,011

5,068,209,369

0 △ 608,641,226

0 △ 608,641,226

0 711,671

△ 146,802,144 6,327,551

△ 146,802,144 307,753

△ 146,802,144 △ 1,506,693

△ 146,802,144 △ 76,026,996

△ 146,802,144 △ 77,979,357

△ 146,802,144 8,297,211

4,299,057,986

0 △ 9,075,812

0 △ 11,045,472

0 △ 12,843,823

7,836,931,403

9,139,270,834

出
納
整

理
期
間

※歳入歳出外現金については、出納整理期間がない。

収支残高累計

0

0

収支残高累計

△ 1,969,660

△ 3,939,320

収支残高累計

4,293,895,918

年 月
歳入歳出外現金

※
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３ 一般会計 

（１）総括 

歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

歳 入 

予算現額  ２８３，５４５，５５７，９８１ 円 

調定額  ２８８，７３４，０３９，００４ 円 

収入済額  ２８４，３９７，６４８，３７７ 円・・・・Ａ 

不納欠損額  ３８５，０７８，５９８ 円 

収入未済額   ３，９６５，０６０，１８０ 円 

還付未済額  １３，７４８，１５１ 円 

歳 出 

予算現額 ２８３，５４５，５５７，９８１ 円 

支出済額 ２６８，１７３，９９６，６０９ 円・・・・Ｂ

翌年度繰越額   １，４１０，４０４，６００ 円 

不用額    １３，９６１，１５６，７７２ 円 

歳入歳出差引額   １６，２２３，６５１，７６８ 円・・・・Ｃ

（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

本年度の形式収支は１６２億２，３６５万２千円で、これから翌年度へ繰り越すべき

財源を差し引いた実質収支は１４９億６，８４８万１千円であり、実質収支から前年度

の実質収支を控除した単年度収支は４９億６，９６７万２千円の黒字となっている。 

（単位：円・％）

７年度 ６年度 ５年度

決算額 Ａ 284,397,648,377 265,985,034,215 253,844,682,711

前年度比 6.9 4.8 1.0

決算額 Ｂ 268,173,996,609 253,776,809,571 240,831,163,869

前年度比 5.7 5.4 0.6

Ｃ＝Ａ－Ｂ 16,223,651,768 12,208,224,644 13,013,518,842

1,255,170,600 2,209,414,981 1,604,387,930

Ｅ＝Ｃ－Ｄ 14,968,481,168 9,998,809,663 11,409,130,912

Ｆ 9,998,809,663 11,409,130,912 11,329,076,509

Ｅ－Ｆ 4,969,671,505 △ 1,410,321,249 80,054,403 単年度収支

※ 翌年度に繰り越す事業の支出に充てるための財源のうち既に収入済のものである。

区　　分

歳　入

歳　出

 形式収支

※翌年度に繰り越すべき財源 Ｄ

 実質収支

 前年度実質収支
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（２）歳入 

第１款 特別区税 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

38,964,154,000 40,560,473,665 104.1 36,454,171,110 106.7 4,106,302,555 11.3

特別区民税 35,320,000,000 36,999,090,405 104.8 32,896,699,431 107.8 4,102,390,974 12.5

軽自動車税 339,604,000 332,283,160 97.8 317,978,000 97.8 14,305,160 4.5

特別区たばこ税 3,296,000,000 3,216,284,250 97.6 3,228,869,029 97.2 △ 12,584,779 △ 0.4

入湯税 8,550,000 12,815,850 149.9 10,624,650 126.5 2,191,200 20.6

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

 特別区税

科　目
７年度 ６年度 増減率

Ｃ／Ｂ

本款の収入済額は、４０５億６，０４７万４千円で、前年度に比べ４１億６３０万３千円

（１１．３％）増加した。 

特別区民税の収入済額は、３６９億９，９０９万円で、前年度に比べ４１億２３９万１千

円（１２．５％）増加した。これは、納税義務者数の増加などによるものである。収納率は、

前年度に比べ現年度分の特別徴収が０．６ポイント、過年度分が１．１ポイント下回り、滞納

繰越分が１．１ポイント上回った。合計では９６．４％と前年度に比べ０．４ポイント下回

った。 

 軽自動車税の収入済額は、３億３，２２８万３千円で、前年度に比べ１，４３０万５千円

（４．５％）増加した。これは、軽自動車の登録台数の増加などによるものである。収納率

は、前年度に比べ現年度分が０．１ポイント、滞納繰越分が０．９ポイント上回った。合計で

は９２．１％と前年度から０．２ポイント低下している。 

 特別区たばこ税の収入済額は、３２億１，６２８万４千円で、前年度に比べ１，２５８万

５千円（０．４％）減少した。これは、売渡し本数が減少したことによるものである。収納

率は、１００％となっている。 

入湯税の収入済額は、１，２８１万６千円で、前年度に比べ２１９万１千円（２０．６％）

増加した。これは、入湯者数が増加したことによるものである。収納率は、１００％となっ

ている。 

なお、次ページの表は、特別区税の調定・収入・収納率の状況を示したものである。 
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特別区税の調定及び収入の状況 

（単位：円・％）

Ａ 収納率 Ｂ 収納率 Ａ－Ｂ 収納率

納税義務者数 82,780人 ― 81,269人 ― 1,511人 ―

調 定 額 8,618,586,819 7,949,331,923 669,254,896

収 入 済 額 8,158,354,283 7,537,556,529 620,797,754

納税義務者数 194,504人 ― 189,255人 ― 5,249人 ―

調 定 額 28,473,907,214 24,851,853,744 3,622,053,470

収 入 済 額 28,322,768,092 24,876,829,909 3,445,938,183

調 定 額 191,754,438 207,119,017 △ 15,364,579

収 入 済 額 157,034,849 171,813,747 △ 14,778,898

調 定 額 37,284,248,471 33,008,304,684 4,275,943,787

収 入 済 額 36,638,157,224 32,586,200,185 4,051,957,039

調 定 額 1,114,349,376 992,843,727 121,505,649

収 入 済 額 360,933,181 310,499,246 50,433,935

調 定 額 38,398,597,847 34,001,148,411 4,397,449,436

収 入 済 額 36,999,090,405 32,896,699,431 4,102,390,974

登 録 台 数 1,167台 1,035台 132台

調 定 額 29,506,900 24,142,500 5,364,400

収 入 済 額 29,506,900 24,142,500 5,364,400

登 録 台 数 16,799台 16,632台 167台

調 定 額 37,471,200 36,953,100 518,100

登 録 台 数 30,040台 29,769台 271台

調 定 額 237,803,800 231,607,300 6,196,500

登 録 台 数 5,349台 5,136台 213台

調 定 額 32,094,000 30,816,000 1,278,000

307,369,000 299,376,400 7,992,600

296,678,717 288,683,500 7,995,217

登 録 台 数 27台 14台 13台

調 定 額 126,600 80,600 46,000

収 入 済 額 126,600 80,600 46,000

登 録 台 数 52,215台 51,551台 664台

調 定 額 307,495,600 299,457,000 8,038,600

収 入 済 額 296,805,317 288,764,100 8,041,217

調 定 額 23,827,494 20,987,419 2,840,075

収 入 済 額 5,970,943 5,071,400 899,543

調 定 額 331,323,094 320,444,419 10,878,675

収 入 済 額 302,776,260 293,835,500 8,940,760

調 定 額 360,829,994 344,586,919 16,243,075

収 入 済 額 332,283,160 317,978,000 14,305,160

売 渡 し 本 数 490,887,189本 492,806,633本 △1,919,444本

手持品課税本数 0本 0本 0本

調 定 額 3,216,292,829 3,228,869,029 △ 12,576,200

収 入 済 額 3,216,284,250 3,228,869,029 △ 12,584,779

入 湯 者 数 85,439人 70,831人 14,608人

調 定 額 12,815,850 10,624,650 2,191,200

収 入 済 額 12,815,850 10,624,650 2,191,200

0.0

100.0 100.0 0.0

現
年
課
税
分

100.0 100.0

92.1 92.3

現
年
課
税
分

△ 0.2

0.1
現年度分収入 済額

滞
　
納

繰
越
分

25.1 24.2 0.9

0.0

91.4 91.7

― ― ―

△ 0.3

0.0

96.5 96.4 0.1

７年度 ６年度

100.0 100.0

100.0 100.0

96.5 96.4

増　減

現
年
課
税
分

普
通
徴
収

94.7 94.8 △ 0.1

特
別
徴
収

99.5 100.1 △ 0.6

過
年
度

81.9 83.0 △ 1.1

入
湯
税

現
年
課
税
分

三
輪
以
上

合
計

合
計

計

軽
自
動
車
税

環
境
性
能
割

現
年
課
税
分

原
付

過
年
度

二
輪

種
別
割

軽
自

現年度分調定額

特

別

区

た
ば
こ
税

特
別
区
民
税

計 98.3 98.7 △ 0.4

滞
　
納

繰
越
分

32.4 31.3 1.1

合
計

96.4 96.8 △ 0.4
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第２款 地方譲与税 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

732,000,000 733,268,000 100.2 724,291,000 99.1 8,977,000 1.2

 地方揮発油
 譲  与  税

159,000,000 157,068,000 98.8 165,688,000 101.6 △ 8,620,000 △ 5.2

 自動車重量
 譲  与  税

521,000,000 521,878,000 100.2 507,052,000 98.5 14,826,000 2.9

森林環境譲与税 52,000,000 54,322,000 104.5 51,551,000 97.3 2,771,000 5.4

科　目
７年度 ６年度

 地方譲与税

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

本款の収入済額は、７億３，３２６万８千円で、前年度に比べ８９７万７千円（１．２％）

増加した。 

第３款 利子割交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

423,000,000 346,536,000 81.9 189,236,000 146.7 157,300,000 83.1

利子割 交付金 423,000,000 346,536,000 81.9 189,236,000 146.7 157,300,000 83.1

 利子割交付金

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

本款の収入済額は、３億４，６５３万６千円で、前年度に比べ１億５，７３０万円（８３．１％）

増加した。 

第４款 配当割交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

986,000,000 1,043,221,000 105.8 974,489,000 127.7 68,732,000 7.1

配当割 交付金 986,000,000 1,043,221,000 105.8 974,489,000 127.7 68,732,000 7.1

科　目
７年度 ６年度 増減率

Ｃ／Ｂ

 配当割交付金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

本款の収入済額は、１０億４，３２２万１千円で、前年度に比べ６，８７３万２千円（７．

１％）増加した。 
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第５款 株式等譲渡所得割交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

953,000,000 1,567,013,000 164.4 1,421,775,000 180.4 145,238,000 10.2

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

953,000,000 1,567,013,000 164.4 1,421,775,000 180.4 145,238,000 10.2

７年度 ６年度 増減率
Ｃ／Ｂ

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

科　目

本款の収入済額は、１５億６，７０１万３千円で、前年度に比べ１億４，５２３万８千

円（１０．２％）増加した。 

第６款 地方消費税交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

11,701,000,000 11,840,320,000 101.2 10,964,095,000 100.6 876,225,000 8.0

地 方消 費税
交 付 金

11,701,000,000 11,840,320,000 101.2 10,964,095,000 100.6 876,225,000 8.0

地方消費税
交 付 金

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ

本款の収入済額は、１１８億４，０３２万円で、前年度に比べ８億７，６２２万５千円

（８．０％）増加した。 

第７款 自動車取得税交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

0 3,097 0.0 2,490,721 0.0 △ 2,487,624 △ 99.9

自動車取得税
交 付 金

0 3,097 0.0 2,490,721 0.0 △ 2,487,624 △ 99.9

６年度

自動車取得税
交   付   金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
７年度

本款の収入済額は、３千円で、前年度に比べ２４８万８千円（９９．９％）減少した。 
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第８款 環境性能割交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

282,000,000 209,745,000 74.4 268,593,429 124.3 △ 58,848,429 △ 21.9

環 境性 能割
交 付 金

282,000,000 209,745,000 74.4 268,593,429 124.3 △ 58,848,429 △ 21.9

環境性能割
交 付 金

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

本款の収入済額は、２億９７４万５千円で、前年度に比べ５，８８４万８千円（２１．９％）

減少した。 

第９款 地方特例交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

448,000,000 397,328,000 88.7 2,540,807,000 60.8 △ 2,143,479,000 △ 84.4

地方特例 交付金 448,000,000 397,328,000 88.7 2,540,807,000 60.8 △ 2,143,479,000 △ 84.4

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

地方特例交付金

科　目
７年度 ６年度 増減率

Ｃ／Ｂ

本款の収入済額は、３億９，７３２万８千円で、前年度に比べ２１億４，３４７万９千円

（８４．４％）減少した。 

第１０款 特別区交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

97,500,000,000 98,711,292,000 101.2 90,462,591,000 99.2 8,248,701,000 9.1

特 別区 財政
調 整交 付金

97,500,000,000 98,711,292,000 101.2 90,462,591,000 99.2 8,248,701,000 9.1

科　目
７年度 ６年度 増減率

Ｃ／Ｂ
増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ

特別区交付金

本款の収入済額は、９８７億１，１２９万２千円で、前年度に比べ８２億４，８７０万１

千円（９．１％）増加した。 
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第１１款 交通安全対策特別交付金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

41,000,000 36,701,000 89.5 38,624,000 94.2 △ 1,923,000 △ 5.0

交通安全対策
特 別 交 付 金

41,000,000 36,701,000 89.5 38,624,000 94.2 △ 1,923,000 △ 5.0

増減率
Ｃ／Ｂ

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

交通 安全 対策
特 別 交 付 金

科　目
７年度 ６年度

本款の収入済額は、３，６７０万１千円で、前年度に比べ１９２万３千円（５．０％）減

少した。 

第１２款 分担金及び負担金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

977,327,000 962,705,985 98.5 1,249,939,735 100.1 △ 287,233,750 △ 23.0

負担金 977,327,000 962,705,985 98.5 1,249,939,735 100.1 △ 287,233,750 △ 23.0

 分担金及び負担金

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
７年度 ６年度

本款の収入済額は、９億６，２７０万６千円で、前年度に比べ２億８，７２３万４千円（２

３．０％）減少した。 

主な収入済額は、公害健康被害補償費負担金５億７，７３０万７千円、保育所入所負担金

２億２，１５３万７千円、老人ホーム入所措置費負担金８，７３７万２千円などである。 

増の主なものは、公害健康被害補償費負担金（５２９万３千円）、児童養護施設等入所措

置費負担金（３１４万４千円）、未熟児養育医療費負担金（２５７万１千円）などである。 

減の主なものは、保育所入所負担金（△２億９，１５５万１千円）、総合庁舎管理費負担

金（△７６１万６千円）、大都市清掃事業協議会負担金（皆減△９２万８千円）などである。 
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第１３款 使用料及び手数料 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

3,559,606,000 3,462,065,772 97.3 3,531,863,472 97.8 △ 69,797,700 △ 2.0

使用料 3,030,684,000 2,975,525,095 98.2 3,046,361,088 99.3 △ 70,835,993 △ 2.3

手数料 528,922,000 486,540,677 92.0 485,502,384 89.1 1,038,293 0.2

科　目
７年度 ６年度

 使用料及び手数料

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

本款の収入済額は、３４億６，２０６万６千円で、前年度に比べ６，９７９万８千円

（２．０％）減少した。 

 使用料の収入済額は、２９億７，５５２万５千円で、前年度に比べ７，０８３万６千円

（２．３％）減少した。  

主な収入済額は、道路占用料１８億４８万８千円、自転車駐車場使用料４億９，９１３万

２千円、区営住宅使用料１億２，６４９万１千円などである。 

増の主なものは、道路占用料（６，８２５万３千円）、こち亀記念館施設使用料（４，９

５３万４千円）、社会体育施設使用料（２，１５８万８千円）などである。 

減の主なものは、保育園使用料（△１億１，２１９万８千円）、自転車駐車場使用料（△

１億８１８万２千円）などである。 

手数料の収入済額は、４億８，６５４万１千円で、前年度に比べ１０３万８千円（０．２％）

増加した。 

主な収入済額は、廃棄物処理手数料２億３，１８８万８千円、住民記録手数料６，１４４

万２千円、戸籍関係手数料６，０２８万６千円などである。 

増の主なものは、環境衛生手数料（６８７万２千円）、建築物等例外許可申請手数料（１

１８万円）、屋外広告物許可申請手数料（１０３万９千円）などである。 

減の主なものは、廃棄物処理手数料（△４２３万円）、戸籍関係手数料（△１９７万１千円）、

住民記録手数料（△１６３万４千円）などである。 
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第１４款 国庫支出金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

53,526,784,000 53,562,922,647 100.1 51,477,080,973 97.5 2,085,841,674 4.1

国庫負担金 45,930,217,000 44,981,503,258 97.9 42,159,255,630 98.9 2,822,247,628 6.7

国庫補助金 7,584,398,000 8,566,118,344 112.9 9,315,584,030 92.0 △ 749,465,686 △ 8.0

国庫委託金 12,169,000 15,301,045 125.7 2,241,313 30.6 13,059,732 582.7

６年度 増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
７年度

 国庫支出金

本款の収入済額は、５３５億６，２９２万３千円で、前年度に比べ２０億８，５８４万２

千円（４．１％）増加した。 

国庫負担金の収入済額は、４４９億８，１５０万３千円で、前年度に比べ２８億２，２２

４万８千円（６．７％）増加した。 

主な収入済額は、生活保護費１９７億５，６３７万４千円、教育・保育給付費７５億２，

０２８万７千円、児童手当給付費７２億２，３３９万７千円などである。 

増の主なものは、児童手当給付費（２１億５，７９６万７千円）、障害者自立支援福祉費

（２億４，１７４万９千円）、障害児支援福祉費（１億８，７８２万６千円）などである。 

減の主なものは、教育・保育給付費（△７，１７２万１千円）、教育施設整備費（△５，

５９５万９千円）、生活困窮者自立支援事業費（△７２９万５千円）などである。 

国庫補助金の収入済額は、８５億６，６１１万８千円で、前年度に比べ７億４，９４６万

６千円（８．０％）減少した。 

主な収入済額は、物価高対応子育て応援手当給付事業費１３億２，８７３万３千円、市街

地再開発事業費１２億４８５万３千円、デジタル基盤改革支援事業費１１億８，２７０万円

などである。 

増の主なものは、物価高対応子育て応援手当給付事業費（皆増１３億２，８７３万３千円）、

妊婦のための支援給付事業費（皆増２億９，７７３万９千円）、デジタル基盤改革支援事業

費（２億８，０２８万４千円）などである。 

減の主なものは、市街地再開発事業費（△２４億１，８５４万６千円）、学校施設環境改

善交付金（△４億７，４４６万円）、新型コロナウイルスワクチン接種補助事業費（皆減△

３億３，３５２万７千円）などである。 

国庫委託金の収入済額は、１，５３０万１千円で、前年度に比べ１，３０６万円（５８２．

７％）増加した。 

 主な収入済額は、中長期在留者住居地届出等事務費１，３３９万２千円、特別児童扶養手

当事務費１２３万６千円などである。 

増の主なものは、中長期在留者住居地届出等事務費１，２８４万９千円などである。 
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第１５款 都支出金 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

26,802,082,000 29,499,852,837 110.1 27,782,614,528 110.7 1,717,238,309 6.2

都負担金 10,599,369,000 10,454,625,615 98.6 10,587,183,971 99.7 △ 132,558,356 △ 1.3

都補助金 14,373,332,000 17,122,147,941 119.1 15,814,380,568 119.4 1,307,767,373 8.3

都委託金 1,829,381,000 1,923,079,281 105.1 1,381,049,989 112.1 542,029,292 39.2

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

 都支出金

本款の収入済額は、２９４億９，９８５万３千円で、前年度に比べ１７億１，７２３万

８千円（６．２％）増加した。 

 都負担金の収入済額は、１０４億５，４６２万６千円で、前年度に比べ１億３，２５５万

８千円（１．３％）減少した。 

 主な収入済額は、教育・保育給付費３２億１，９３７万１千円、障害者自立支援福祉費

２２億６，１５３万円、国民健康保険基盤安定費１４億２，１９９万３千円などである。 

増の主なものは、障害者自立支援福祉費（１億２，２２４万１千円）、障害児支援福祉費（８，

９９１万９千円）、教育・保育給付費（７，４４４万１千円）などである。 

減の主なものは、都市計画道路整備費（△３億６，５８９万９千円）、国民健康保険基盤安

定費（△７，７０７万２千円）、児童手当給付費（△５，５３１万円）などである。 

都補助金の収入済額は、１７１億２，２１４万８千円で、前年度に比べ１３億７７６万７

千円（８．３％）増加した。 

主な収入済額は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金３９億８０４万５千円、都市計

画交付金２５億２，６７４万３千円、保育園費２２億９，２３２万８千円などである。 

増の主なものは、保育園費（１１億４，５９２万７千円）、都市計画交付金（９億４，１１

４万６千円）、出産・子育て応援事業費（１億５，６８２万７千円）などである。 

減の主なものは、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（△２１億３，５９９万５千

円）、保育所等賃借料補助事業費（△７，３４９万７千円）、鉄道駅総合バリアフリー推進事

業費（皆減△５，９１６万６千円）などである。 

 都委託金の収入済額は、１９億２，３０７万９千円で、前年度に比べ５億４，２０２万９

千円（３９．２％）増加した。 

主な収入済額は、徴収取扱費８億５，１３５万３千円、国勢調査費３億２，２８５万８千円、

事務処理特例交付金２億１，６３０万１千円などである。 

増の主なものは、国勢調査費（皆増３億２，２８５万８千円）、参議院議員選挙費（皆増１

億９，００３万２千円）、都議会議員選挙費（皆増１億３，０２２万７千円）などである。 

減の主なものは、都知事選挙費（皆減△１億３，８１１万９千円）などである。 
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第１６款 財産収入 

 

 

本款の収入済額は、６億９，５０２万１千円で、前年度に比べ２億９０７万７千円（４３．

０％）増加した。 
 

 財産運用収入の収入済額は、６億３，７３７万７千円で、前年度に比べ２億８８０万３千

円（４８．７％）増加した。 

主な収入済額は、公共施設等整備基金利子収入３億５０６万円、土地貸付料９，２２８万

３千円、総合庁舎整備基金利子収入７，９６９万円などである。 

増の主なものは、公共施設等整備基金利子収入（１億１，２９５万６千円）、総合庁舎整備

基金利子収入（３，６９８万３千円）、財政調整基金利子収入（３，１８７万６千円）などで

ある。 

減となったものは、職員寮貸付料（△３６万７千円）である。 
 

 財産売払収入の収入済額は、５，７６４万４千円で、前年度に比べ２７万３千円（０．５％）

増加した。 

増となったものは、物品売払収入（８０万３千円）である。 

減となったものは、不動産売払収入（△５３万円）である。 

 

 

第１７款 寄附金 

 
 

本款の収入済額は、１億２，６２５万３千円で、前年度に比べ５，０９５万７千円（６７．

７％）増加した。 

収入済額の内訳は、夢と誇りあるふるさと葛飾基金寄附金１億２，６０５万３千円、奨学

資金積立基金寄附金２０万円である。 

増となったものは、夢と誇りあるふるさと葛飾基金寄附金（５，０９５万７千円）である。 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

715,119,000 695,021,105 97.2 485,944,583 115.1 209,076,522 43.0

財産運用 収入 674,693,000 637,376,890 94.5 428,573,483 107.9 208,803,407 48.7

財産売払 収入 40,426,000 57,644,215 142.6 57,371,100 232.2 273,115 0.5

財産収入

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

128,410,000 126,252,844 98.3 75,295,637 121.9 50,957,207 67.7

寄附金 128,410,000 126,252,844 98.3 75,295,637 121.9 50,957,207 67.7

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

寄附金
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第１８款 繰入金 

本款の収入済額は、２２８億６，３２０万５千円で、前年度に比べ３８億５，１０２万１

千円（２０．３％）増加した。 

 基金繰入金の収入済額は、２２６億５，０４３万４千円で、前年度に比べ３９億５５１万

８千円増加した。 

主な収入済額は、公共施設等整備基金繰入金２１０億４，９２０万２千円、財政調整基金

繰入金１４億７，２６８万５千円、夢と誇りあるふるさと葛飾基金繰入金１億１，６５４万

７千円などである。 

増の主なものは、公共施設等整備基金繰入金（４９億１，６３６万８千円）、夢と誇りある

ふるさと葛飾基金繰入金（１億３０３万４千円）である。 

減の主なものは、財政調整基金繰入金（△７億３４８万４千円）、減債基金繰入金（△４億

１，０４０万円）である。 

 特別会計繰入金の収入済額は、２億１，２７７万１千円で、前年度に比べ５，４４９万７

千円減少した。 

収入済額の内訳は、介護保険事業特別会計繰入金１億３，６３６万２千円、後期高齢者医

療事業特別会計繰入金７，６４０万９千円である。 

減となったものは、後期高齢者医療事業特別会計繰入金（△４，１４５万８千円）、介護保

険事業特別会計繰入金（△１，３０３万９千円）である。 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

27,779,887,000 22,863,204,668 82.3 19,012,183,548 74.2 3,851,021,120 20.3

繰入金 27,779,887,000 22,863,204,668 82.3 19,012,183,548 74.2 3,851,021,120 20.3

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

繰入金

－  31 －



第１９款 繰越金 

本款の収入済額は、１２２億８２２万５千円で、前年度に比べ８億５２９万４千円（６．

２％）減少した。 

第２０款 諸収入 

本款の収入済額は、５５億７，１４９万７千円で、前年度に比べ２億５，６０６万７千円

（４．８％）増加した。 

 延滞金、加算金及び過料の収入済額は、３，８７０万１千円で、前年度に比べ４０４万４

千円（９．５％）減少した。 

 特別区預金利子の収入済額は、２，７０８万８千円で、前年度に比べ１，８９０万７千円

（２３１．１％）増加した。 

 貸付金元利収入の収入済額は、２７億４５３万３千円で、前年度に比べ９，９３０万７千

円（３．８％）増加した。 

 主な収入済額は、中小企業融資貸付金元利収入１６億円、駐車場事業特別会計貸付金元利

収入５億５，３０４万８千円、土地開発公社貸付金元金収入５億２，６４７万４千円などで

ある。 

増の主なものは、土地開発公社貸付金元金収入（７，８３４万６千円）、駐車場事業特別会 

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

12,208,223,981 12,208,224,644 100.0 13,013,518,842 100.0 △ 805,294,198 △ 6.2

繰越金 12,208,223,981 12,208,224,644 100.0 13,013,518,842 100.0 △ 805,294,198 △ 6.2

繰越金

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

（単位：円・％）

予算現額 収入済額 Ａ 収入率 収入済額 Ｂ 収入率

5,817,965,000 5,571,497,113 95.8 5,315,429,637 102.8 256,067,476 4.8

延滞金、加算金
及び過料

56,179,000 38,700,906 68.9 42,744,645 56.8 △ 4,043,739 △ 9.5

特別区預金利子 10,001,000 27,087,531 270.8 8,180,650 8,099.7 18,906,881 231.1

貸付金 元利収入 2,717,087,000 2,704,532,551 99.5 2,605,225,771 99.5 99,306,780 3.8

受託事業 収入 764,479,000 583,658,229 76.3 442,427,198 111.8 141,231,031 31.9

雑入 2,270,219,000 2,217,517,896 97.7 2,216,851,373 106.7 666,523 0.0

諸収入

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ╱Ｂ

－  32 －



計貸付金元利収入（２，９３０万８千円）などである。 

減の主なものは、中小企業勤労者生活資金貸付金元金収入（皆減△５００万円）、奨学資金

貸付金元金収入（△３５６万４千円）などである。 

受託事業収入の収入済額は、５億８，３６５万８千円で、前年度に比べ１億４，１２３万

１千円（３１．９％）増加した。 

主な収入済額は、長寿医療健康診査費受託事業収入２億２，８２８万円、道路復旧費１億

５，９９７万円、予防接種受託収入１億１，５８２万２千円などである。 

増の主なものは、長寿医療健康診査費受託事業収入（皆増２億２，８２８万円）、無電柱化

整備関連受託収入（皆増５７１万６千円）などである。 

減の主なものは、道路復旧費（△６，８１１万１千円）、保育園費（△１，１８５万６千円）、

予防接種受託収入（△５９９万円）などである。 

雑入の収入済額は、２２億１，７５１万８千円で、前年度に比べ６６万７千円（０．０％）

微増した。 

主な収入済額は、競馬組合配分金６億円、自立支援給付費等収入２億９，８９１万５千円、

生活保護費返還金１億４，４２２万１千円などである。 

増の主なものは、衛生事業費過年度収入（２，９５９万４千円）、生活保護費返還金過年度

収入（２，１１８万４千円）、弁償金（１，８２４万８千円）などである。 

減の主なものは、福祉事業費過年度収入（△１億５２６万１千円）、都市整備事業費過年度

収入（皆減△３，９９８万１千円）、自立支援給付費等収入（△９５２万４千円）などである。 
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（一般会計歳入資料） 

ア 款別決算額対前年度比較及び財源別決算状況

（単位：円・％）

決算額 Ａ 構成比 決算額 Ｂ 構成比

特別区税 40,560,473,665 14.3 36,454,171,110 13.7 4,106,302,555 11.3

分担金及び負担金 962,705,985 0.3 1,249,939,735 0.5 △ 287,233,750 △ 23.0

使用料及び手数料 3,462,065,772 1.2 3,531,863,472 1.3 △ 69,797,700 △ 2.0

財産収入 695,021,105 0.2 485,944,583 0.2 209,076,522 43.0

寄附金 126,252,844 0.0 75,295,637 0.0 50,957,207 67.7

繰入金 22,863,204,668 8.0 19,012,183,548 7.2 3,851,021,120 20.3

繰越金 12,208,224,644 4.3 13,013,518,842 4.9 △ 805,294,198 △ 6.2

諸収入 5,571,497,113 2.0 5,315,429,637 2.0 256,067,476 4.8

計 86,449,445,796 30.3 79,138,346,564 29.8 7,311,099,232 9.2

地方譲与税 733,268,000 0.3 724,291,000 0.3 8,977,000 1.2

利子割交付金 346,536,000 0.1 189,236,000 0.1 157,300,000 83.1

配当割交付金 1,043,221,000 0.4 974,489,000 0.4 68,732,000 7.1

株式等譲渡所得割交付金 1,567,013,000 0.6 1,421,775,000 0.5 145,238,000 10.2

地方消費税交付金 11,840,320,000 4.2 10,964,095,000 4.1 876,225,000 8.0

自動車取得税交付金 3,097 0.0 2,490,721 0.0 △ 2,487,624 △ 99.9

環境性能割交付金 209,745,000 0.1 268,593,429 0.1 △ 58,848,429 △ 21.9

地方特例交付金 397,328,000 0.1 2,540,807,000 1.0 △ 2,143,479,000 △ 84.4

特別区交付金 98,711,292,000 34.7 90,462,591,000 34.0 8,248,701,000 9.1

交通安全対策特別交付金 36,701,000 0.0 38,624,000 0.0 △ 1,923,000 △ 5.0

国庫支出金 53,562,922,647 18.8 51,477,080,973 19.3 2,085,841,674 4.1

都支出金 29,499,852,837 10.4 27,782,614,528 10.4 1,717,238,309 6.2

計 197,948,202,581 69.7 186,846,687,651 70.2 11,101,514,930 5.9

284,397,648,377 100.0 265,985,034,215 100.0 18,412,614,162 6.9

増減率
Ｃ／Ｂ

依

存

財

源

合　計

自

主

財

源

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
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イ 一般会計 収入未済

（単位：円）

７年度 ６年度 増　減

現年課税分 646,956,379 424,739,465 222,216,914

滞納繰越分 630,262,234 611,599,556 18,662,678

現年課税分 10,666,783 10,651,200 15,583

滞納繰越分 14,780,351 13,982,494 797,857

特別区たばこ税 特別区たばこ税 8,579 0 8,579

高齢者福祉施設費・同過年度収入 11,623,081 13,810,423 △ 2,187,342

保育園費・同過年度収入 21,299,957 24,767,344 △ 3,467,387

児童養護等施設費・同過年度収入 18,108,285 10,282,950 7,825,335

母子医療給付費・同過年度収入 6,989 6,989 0

男女平等推進センター使用料 0 84,690 △ 84,690

地域コミュニティ施設使用料 0 156,474 △ 156,474

保育園使用料・同過年度収入 8,254,043 8,920,083 △ 666,040

学童保育クラブ使用料・同過年度収入 1,070,320 1,066,520 3,800

工場ビル使用料 0 580,000 △ 580,000

創業支援施設使用料 0 29,300 △ 29,300

区営住宅使用料・同過年度収入 32,178,320 31,057,100 1,121,220

高齢者借上住宅使用料・同過年度収入 379,670 343,370 36,300

道路占用料・同過年度収入 446,248 424,233 22,015

自転車駐車場使用料 13,318 1,400 11,918

社会体育施設使用料・同過年度収入 239,895 176,295 63,600

住民記録手数料 760 0 760

廃棄物処理手数料・同過年度収入 143,175 192,928 △ 49,753

国庫補助金 文化財保存事業費 12,347,000 0 12,347,000

財産運用収入 生活協力員住宅貸付料過年度収入 287,230 287,230 0
延滞金、加算

金及び過料 延滞金 0 △ 73,498 73,498

生業資金貸付金元利収入 8,702,082 11,040,848 △ 2,338,766

母子及び父子福祉応急小口資金元金収入 692,000 806,000 △ 114,000

女性福祉資金貸付金元利収入 7,740,024 6,810,124 929,900

高額療養費貸付金元金収入 0 3,317,000 △ 3,317,000

被災者応急資金貸付金元利収入 0 54,420 △ 54,420

災害援護資金貸付金元利収入 5,096,667 5,553,811 △ 457,144

奨学資金貸付金元金収入 41,256,700 40,404,734 851,966

保育園費 9,661,139 0 9,661,139

予防接種受託収入 15,481,700 0 15,481,700

生活保護費返還金・同過年度収入 2,388,871,810 2,289,093,311 99,778,499

賄収入 2,824 0 2,824

雑入 78,482,617 75,776,825 2,705,792

3,965,060,180 3,585,943,619 379,116,561

歳　入　内　容

特別区民税

軽自動車税

負担金

使用料

手数料

貸付金
元利収入

雑入

合　計

受託事業収入
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ウ 一般会計 不納欠損 

 

（単位：円）

７年度 ６年度 増　減

現年課税分 11,918,230 8,222,878 3,695,352

滞納繰越分 123,863,132 71,281,778 52,581,354

現年課税分 120,000 145,000 △ 25,000

滞納繰越分 3,085,000 1,933,525 1,151,475

高齢者福祉施設費過年度収入 1,271,061 1,637,368 △ 366,307

保育園費過年度収入 2,046,300 2,728,450 △ 682,150

保育園使用料過年度収入 666,750 1,529,400 △ 862,650

学童保育クラブ使用料過年度収入 158,000 277,800 △ 119,800

道路占用料過年度収入 0 89,209 △ 89,209

幼稚園保育料過年度収入 0 329,700 △ 329,700

幼稚園手数料過年度収入 0 1,000 △ 1,000

生業資金貸付金元利収入 1,834,766 643,947 1,190,819

母子及び父子福祉応急小口資金元金収入 74,000 260,000 △ 186,000

高額療養費貸付金元金収入 3,317,000 2,029,000 1,288,000

被災者応急資金貸付金元利収入 54,420 0 54,420

生活保護費返還金過年度収入 233,579,062 292,263,094 △ 58,684,032

雑入 3,090,877 1,387,241 1,703,636

385,078,598 384,759,390 319,208

特別区民税

軽自動車税

貸付金
元利収入

雑入

合　計

負担金

使用料

手数料

歳　入　内　容

－  36 －



エ 特別区民税の収納状況の推移

特別区民税の本年度の収入額は、３６９億９，９０９万円で、前年度に比べ４１億２３９

万１千円の増となっている。 

本年度の全体の収納率は、９６．４％で、前年度に比べ０．４ポイント下回っている。収

納率の状況を現年分と滞納繰越分とに分けて比較すると、現年分の本年度の収納率は、９８．

３％で、前年度に比べ０．４ポイント下回っている。また、滞納繰越分の本年度の収納率は、

３２．４％で、前年度に比べ１．１ポイント上回っている。 

（単位：千円・％）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

31,734,186 33,082,972 33,516,097 33,008,304 37,284,248

31,268,889 32,588,621 33,034,023 32,586,200 36,638,157

14,585 13,837 12,633 8,223 11,918

葛飾区 98.5 98.5 98.6 98.7 98.3

特別区 99.1 99.0 99.1 99.1 99.1

1,258,805 1,075,133 1,026,783 992,844 1,114,349

492,489 430,490 395,634 310,499 360,933

125,090 107,663 120,387 71,282 123,863

葛飾区 39.1 40.0 38.5 31.3 32.4

特別区 43.5 42.5 40.3 38.8 40.2

32,992,991 34,158,105 34,542,880 34,001,148 38,398,597

31,761,378 33,019,111 33,429,657 32,896,699 36,999,090

葛飾区 96.3 96.7 96.8 96.8 96.4

特別区 97.9 98.0 98.0 98.0 98.1

現年分

調定額

収入額

不納欠損額

収納率

滞　納
繰越分

調定額

収入額

不納欠損額

収納率

合　計

調定額

収入額

収納率

87.0

89.0

91.0

93.0

95.0

97.0

99.0

26,000

29,000

32,000

35,000

38,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

調定額 収入額
収納率（葛飾区） 収納率（特別区）

(%)(百万円)
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オ 保育料の収納状況の推移

保育料の本年度の収入額は、３億１，０７０万６千円で、前年度に比べ４億４７０万８千

円の減となっている。 

本年度の全体の収納率は、９０．６％で、前年度に比べ４．４ポイント下回っている。収

納率の状況を現年分と滞納繰越分とに分けて比較すると、現年分の本年度の収納率は、９９．

５％で、前年度に比べ０．２ポイント上回っている。また、滞納繰越分の本年度の収納率は、

９．１％で、前年度に比べ１．９ポイント下回っている。 

（単位：千円・％）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

890,056 890,497 819,079 716,601 309,149

885,180 884,813 815,004 711,395 307,646

99.5 99.4 99.5 99.3 99.5

56,376 49,076 44,313 36,594 33,687

9,204 7,996 8,864 4,019 3,060

4,416 3,327 3,174 4,258 2,713

16.3 16.3 20.0 11.0 9.1

946,432 939,573 863,392 753,195 342,836

894,384 892,809 823,868 715,414 310,706

94.5 95.0 95.4 95.0 90.6

合　計

調定額

収入額

収納率

滞　納
繰越分

調定額

収入額

不納欠損額

収納率

現年分

調定額

収入額

収納率

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

200

700

1,200

1,700

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

(%)(百万円)
調定額 収入額 収納率
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カ 生業資金貸付金の収納状況の推移

生業資金貸付金の本年度の収入額は、５０万４千円で、前年度に比べ３万７千円の増とな

っている。また、本年度の収納率は、４．６％で、前年度に比べ０．８ポイント上回ってい

る。 

キ 奨学資金貸付金の収納状況の推移

奨学資金貸付金の本年度の収入額は、１，９６７万円で、前年度に比べ３５６万４千円の

減となっている。また、本年度の収納率は、３２．３％で、前年度に比べ４．２ポイント下

回っている。 

（単位：千円・％）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

18,777 15,544 13,742 12,152 11,041

1,109 874 1,062 467 504

2,124 928 528 644 1,835

5.9 5.6 7.7 3.8 4.6

調定額

収入額

不納欠損額

収納率

2.0

6.0

10.0

0

20

40

60

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

調定額 収入額 収納率
(%)(百万円)

（単位：千円・％）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

77,527 74,748 68,750 63,629 60,927

32,063 30,785 26,307 23,234 19,670

0 0 1,160 0 0

41.4 41.2 38.3 36.5 32.3収納率

調定額

収入額

不納欠損額

30.0

45.0

60.0

0

20

40

60

80

100

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

調定額 収入額 収納率
(%)(百万円)
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（３）歳出 

第１款 議会費 

本款の支出済額は、５億８，３８６万１千円で、前年度に比べ５４４万４千円（０．

９％）減少した。この主な理由は、放送設備改修経費の皆減などによる区議会運営経費

（△１，３１１万５千円）が減少したことである。

不用額は、８５８万５千円（執行率９８．６％）である。 

第２款 総務費 

本款の支出済額は、３５０億９，３４４万３千円で、前年度に比べ２８億２，２５１万

２千円（８．７％）増加した。 

 増の主なものは、総務管理費のＩＣＴ基盤管理運営経費の増などによる情報システム

運営経費（２１億８，４９５万円）、総合庁舎整備基金積立金の増などによる庁舎管理経

費（４億６，７４７万８千円）、区民費の文化会館・亀有文化ホール管理運営経費の増な

どによる文化振興経費（９億３，０１６万８千円）などである。 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

592,446,000 583,860,960 98.6 589,304,486 99.0 △ 5,443,526 △ 0.9

議会費 592,446,000 583,860,960 98.6 589,304,486 99.0 △ 5,443,526 △ 0.9

 議会費

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

37,570,975,000 35,093,443,177 93.4 32,270,931,134 95.9 2,822,512,043 8.7

総務管理費 28,795,276,000 27,034,282,732 93.9 25,166,701,665 96.3 1,867,581,067 7.4

徴税費 2,355,437,000 1,900,514,795 80.7 2,876,862,804 91.2 △ 976,348,009 △ 33.9

区民費 4,522,809,000 4,345,789,239 96.1 3,426,122,544 96.8 919,666,695 26.8

戸籍住民
基本台帳費

748,585,000 686,875,941 91.8 463,451,551 94.8 223,424,390 48.2

選挙費 777,986,000 775,094,626 99.6 305,277,241 99.8 469,817,385 153.9

統計調査費 363,660,000 343,856,983 94.6 25,499,334 91.5 318,357,649 1,248.5

監査委員費 7,222,000 7,028,861 97.3 7,015,995 97.5 12,866 0.2

 総務費

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度
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 減の主なものは、総務管理費の積立金の減による財政管理経費（△１７億１，３３１万

１千円）、徴税費の定額減税補足給付金の減などによる定額減税補足給付金給付事業経費

（△１１億２２９万７千円）、選挙費の都知事選挙執行経費の皆減（△１億３，６４４万

６千円）などである。

 不用額は、２３億５，５２１万５千円で、この主なものは、総務管理費のＩＣＴ基盤管

理運営経費が見込みを下回ったことなどによる情報システム運営経費５億６，９３１万

１千円（執行率９０．９％）、耐震助成金の申請件数が当初の見込みを下回ったことなど

による災害対策経費３億８，５６４万７千円（執行率７６．７％）、徴税費の定額減税補

足給付金給付対象者数が見込みを下回ったことなどによる定額減税補足給付金給付事業

経費３億７，９０４万６千円（執行率７９．１％）などである。なお、翌年度への繰越額

は、１億２，２３１万７千円である。 

第３款 環境費 

本款の支出済額は、７９億７，３５６万１千円で、前年度に比べ１億２，１４３万４千

円（１．５％）減少した。 

 増の主なものは、環境推進費の全国みどりと花のフェアかつしか事業経費の皆増（４

億７９７万円）、区民の環境行動推進経費の増などによる気候変動対策推進事業経費（２

億７，５５１万円）、清掃費の資源回収経費の増などによるごみ収集作業経費（３億５２

０万４千円）などである。 

 減の主なものは、清掃費の清掃関連施設建設経費の皆減（△１１億５，８０７万５千

円）、環境推進費の（仮称）全国みどりと花のフェアかつしか等開催準備経費の皆減など

による総務事務経費（△１億３，３８３万３千円）、区民農園新設・維持管理経費の皆減

などによる緑化推進事業経費（△４，１３３万４千円）などである。 

 不用額は、４億１，９５９万６千円で、この主なものは、清掃費の資源回収経費が当初

の見込みを下回ったことなどによるごみ収集作業経費３億３，６７７万２千円（執行率

９１．８％）、粗大ごみ受付業務委託費が当初の見込みを下回ったことなどによる総務事 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

8,393,157,000 7,973,560,946 95.0 8,094,995,014 96.9 △ 121,434,068 △ 1.5

環境推進費 1,585,978,000 1,546,705,050 97.5 1,042,107,128 99.0 504,597,922 48.4

清掃費 6,807,179,000 6,426,855,896 94.4 7,052,887,886 96.6 △ 626,031,990 △ 8.9

 環境費

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度

－  41 －



務経費２，３６４万７千円（執行率９９．０％）、環境推進費の全国みどりと花のフェア

かつしか等事業費負担金が当初の見込みを下回ったことなどによる全国みどりと花のフ

ェアかつしか事業経費２，９７３万３千円（執行率９３．２％）などである。 

第４款 福祉費 

本款の支出済額は、１，０４４億８，７８７万円で、前年度に比べ９３億８，０７２万

７千円（９．９％）増加した。 

 増の主なものは、高齢者福祉費の特別養護老人ホーム等代替施設建設経費の皆増（２

０億５，３７３万円）、児童福祉費の児童手当経費の増などによる児童手当等事業経費（２

０億４，４５３万円）、物価高対応子育て応援手当給付事業経費の皆増などによる総務事

務経費（１９億４，０８０万５千円）などである。 

 減の主なものは、社会福祉費の令和６年度住民税均等割非課税世帯等重点支援給付金

給付事業経費の減などによる総務事務経費（△２７億１，０１６万６千円）、児童福祉費

の私立幼稚園利用者負担軽減経費の減などによる認証保育所運営助成等経費（△７，５

９０万円）、医療費助成経費の減による子ども医療費助成事業経費（△３，８７４万６千

円）などである。 

 不用額は、５１億２，０５５万６千円で、この主なものは、児童福祉費の私立保育所運

営費助成が当初の見込みを下回ったことなどによる私立児童福祉施設措置等経費１１億

６，２２４万２千円（執行率９５．７％）、児童手当経費が見込みを下回ったことなどに

よる児童手当等事業経費５億７，５８９万８千円（執行率９５．２％）、生活保護費の生

活扶助費が見込みを下回ったことなどによる生活保護法保護経費５億９，３２９万３千

円（執行率９７．８％）などである。なお、翌年度への繰越額は、５億５，１７７万４千

円である。 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

110,160,200,000 104,487,870,387 94.9 95,107,143,303 94.3 9,380,727,084 9.9

社会福祉費 19,278,462,000 17,978,364,864 93.3 19,788,998,601 90.9 △ 1,810,633,737 △ 9.1

高齢者福祉費 5,032,326,000 4,825,522,098 95.9 2,002,130,156 89.7 2,823,391,942 141.0

児童福祉費 57,833,263,000 54,302,450,894 93.9 46,275,370,871 94.8 8,027,080,023 17.3

生活保護費 28,016,149,000 27,381,532,531 97.7 27,040,643,675 96.6 340,888,856 1.3

 福祉費

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度

－  42 －



第５款 衛生費 

 本款の支出済額は、８３億３，３８９万２千円で、前年度に比べ２億４，８８４万８千

円（２．９％）減少した。 

 増の主なものは、公衆衛生費の予防接種委託費の増などによる予防接種事業経費（２

億７，２４１万３千円）、胃がん検診経費の増などによるがん対策事業経費（３，９１３

万３千円）、衛生管理費の精神障害者自立支援経費の増などによる精神保健事業経費（２

億５，７９０万３千円）などである。 

 減の主なものは、衛生管理費の超過交付金返還金の減などによる総務事務経費（△７

億９５７万２千円）、公衆衛生費の新型コロナウイルスワクチン接種事業経費の皆減（△

１億５１７万７千円）、感染症対策強化事業経費の減などによる防疫事業経費（△５，８

７２万９千円）などである。 

 不用額は、９億１３０万２千円で、この主なものは、公衆衛生費の各種予防接種の接種

者数が当初の見込みを下回ったことなどによる予防接種事業経費４億１，５５８万３千

円（執行率７９．３％）、防疫事業経費１億９，６９８万８千円（執行率８６．７％）、子

宮頸がん検診の受診者数が当初の見込みを下回ったことなどによるがん対策事業経費１

億１，４８９万８千円（執行率８４．９％）などである。 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

9,235,194,000 8,333,891,867 90.2 8,582,740,240 90.2 △ 248,848,373 △ 2.9

衛生管理費 4,058,023,000 4,008,694,672 98.8 4,416,083,001 98.2 △ 407,388,329 △ 9.2

公衆衛生費 5,150,018,000 4,300,534,726 83.5 4,143,441,161 83.0 157,093,565 3.8

環境衛生費 27,153,000 24,662,469 90.8 23,216,078 90.6 1,446,391 6.2

 衛生費

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度

－  43 －



第６款 産業経済費 

本款の支出済額は、７３億２，２８９万３千円で、前年度に比べ８億９，８３１万１千

円（１０．９％）減少した。 

 増の主なものは、産業振興費のこち亀記念館活用推進事業経費の皆増などによる亀有・

柴又地域観光拠点施設管理運営経費（２億３，１３４万７千円）、地域産業振興会館維持

管理費の増などによる地域産業振興会館管理運営経費（９，２９５万３千円）、かつしか

観光推進事業経費の増などによる観光レクリエーション事業経費（７，４０６万２千円）

などである。 

 減の主なものは、産業振興費の亀有地域観光拠点施設建設経費の皆減などによる観光

施設建設経費（△６億４，２１９万１千円）、キャッシュレス決済ポイント還元事業委託

費の皆減などによる商業振興事業経費（△５億５，５１５万１千円）、利子補給金の減に

よる新型コロナウイルス対策緊急融資事業経費（△１億４，２００万５千円）などであ

る。 

 不用額は、２億９，７３８万７千円で、この主なものは、産業振興費の商店街チャレン

ジ戦略支援事業経費が当初の見込みを下回ったことなどによる商業振興事業経費１億２，

１３７万２千円（執行率８９．７％）、物価高騰緊急対策支援金支給事業経費が見込みを

下回ったことなどによる総務事務経費５，０９１万９千円（執行率７７．３％）、柴又川

甚まちなみ館の開館延期による亀有・柴又地域観光拠点施設管理運営経費３，０７４万

２千円（執行率８８．５％）などである。なお、翌年度への繰越額は、５億１，２７０万

円である。 

増減額 増減率

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

8,132,980,000 7,322,892,882 90.0 8,221,203,757 86.0 △ 898,310,875 △ 10.9

産業振興費 8,085,496,000 7,280,453,849 90.0 8,181,940,317 86.0 △ 901,486,468 △ 11.0

消費者対策費 47,484,000 42,439,033 89.4 39,263,440 86.2 3,175,593 8.1

 産業経済費

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度

－  44 －



第７款 都市整備費 

本款の支出済額は、２１６億８，７２８万５千円で、前年度に比べ８億６７９万４千円（３．

６％）減少した。 

増の主なものは、道路橋梁費の自転車駐車場整備経費の皆増などによる放置自転車対

策等経費（８億５，７３６万９千円）、道路改修（施設更新）経費の増などによる道路橋

梁維持管理経費（３億９，０６９万２千円）、公園費の公園再生事業経費の増などによる公園

管理運営経費（３億８，１４４万１千円）などである。 

減の主なものは、街づくり費の金町駅周辺街づくり事業経費の減などによる街づくり

事業経費（△１２億５，２９０万４千円）、都市整備管理費の新金線旅客化事業経費の

減などによる総務事務経費（△１０億８，０８８万９千円）、道路橋梁費の新中川橋梁

架替事業経費の減などによる道路橋梁新設改良経費（△２億１，０４５万６千円）など

である。 

不用額は、１０億１７３万３千円で、この主なものは、公園費の公園維持管理経費が

見込みを下回ったことなどによる公園管理運営経費１億３，７９７万６千円（執行率９

４．２％）、街づくり費の東立石地区密集住宅市街地整備促進事業経費などにおいて、

用地補償総合技術業務委託費が当初の見込みを下回ったことなどによる密集住宅市街

地整備促進事業経費１億２，０２１万９千円（執行率８２．９％）、東四つ木地区街づ

くり事業経費などにおいて、老朽建築物除去助成などが当初の見込みを下回ったことな

どによる街づくり事業経費８，６５２万３千円（執行率９９．０％）などである。なお、

翌年度への繰越額は、９，３６６万７千円である。 

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

22,782,685,300 21,687,285,434 95.2 22,494,079,391 95.2 △ 806,793,957 △ 3.6

都市整備管理費 1,436,162,000 1,331,593,600 92.7 2,340,403,096 95.6 △ 1,008,809,496 △ 43.1

街づくり費 9,050,400,000 8,843,657,761 97.7 10,140,815,876 97.0 △ 1,297,158,115 △ 12.8

道路橋梁費 8,130,915,300 7,755,680,375 95.4 6,734,748,041 95.2 1,020,932,334 15.2

河　川　費 529,728,000 406,264,794 76.7 446,654,515 95.4 △ 40,389,721 △ 9.0

公　園　費 3,635,480,000 3,350,088,904 92.1 2,831,457,863 89.0 518,631,041 18.3

 都市整備費

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

－  45 －



第８款 教育費 

本款の支出済額は、３７１億１，３２９万６千円で、前年度に比べ４６億９，８５２万

４千円（１４．５％）増加した。 

増の主なものは、小学校費の二上小学校改築経費の増などによる校舎建設経費（２０

億６，５８１万円）、中学校費の校舎等改修経費の増などによる中学校維持管理経費（７

億１，５５４万５千円）、教育総務費の教育情報化推進経費の増などによる学校教育活動

指導経費（５億５，６９８万７千円）などである。 

減の主なものは、中学校費の常盤中学校改築経費の減による校舎建設経費（△１１億

６０７万３千円）、教育総務費の校地取得経費の皆減（△３億４，６２７万２千円）、社会

教育費の維持管理費などの減による博物館管理運営経費（△７，１９６万３千円）などで

ある。 

不用額は、１６億６，５０３万３千円で、この主なものは、小学校費の校舎等改修経費

などによる小学校維持管理経費３億７，６２０万円（執行率８９．９％）、宝木塚小学校

改築経費などによる校舎建設経費１億５，９０２万４千円（９７．３％）、中学校費の校

舎等改修経費などによる中学校維持管理経費２億１，６９５万２千円（９０．９％）など

で、工事等における契約額が入札により当初の見込みを下回ったことなどによるもので

ある。なお、翌年度への繰越額は、１億２，９９４万７千円である。 

（単位：円・％）

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

　教育費 38,908,275,681 37,113,296,085 95.4 32,414,772,024 91.5 4,698,524,061 14.5

教育総務費 6,591,631,500 6,327,992,223 96.0 5,412,335,662 94.8 915,656,561 16.9

小学校費 18,972,769,181 18,183,167,952 95.8 15,463,736,419 87.4 2,719,431,533 17.6

中学校費 5,601,685,000 5,266,697,098 94.0 5,384,209,549 96.9 △ 117,512,451 △ 2.2

校外施設費 107,340,000 103,147,045 96.1 101,636,314 98.2 1,510,731 1.5

幼稚園費 19,757,000 17,884,736 90.5 30,511,581 86.6 △ 12,626,845 △ 41.4

社会教育費 5,242,599,000 4,938,974,305 94.2 4,423,443,975 96.0 515,530,330 11.7

社会体育費 2,372,494,000 2,275,432,726 95.9 1,598,898,524 92.1 676,534,202 42.3

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

科　目
７年度 ６年度

－  46 －



第９款 職員費 

本款の支出済額は、２６４億２，５０２万３千円で、前年度に比べ２億２，２２５万

８千円（０．８％）増加した。 

増となったものは、給与改定等による給料（４億８，１６４万９千円）、職員手当（３

億９，５６６万３千円）、共済費（３億８，７１５万１千円）などである。 

減となったものは、定年引上げに伴う定年退職者数の減による退職手当（１１億１，

７５４万５千円）などである。 

第１０款 公債費 

本款の支出済額は、１２億３，９４３万２千円で、前年度に比べ４億７，９６７万５

千円（２７．９％）減少した。 

減となったものは、特別区債元金償還経費の教育債（２億６，５６８万６千円）、総

務債（２億１，１００万円）などである。 

 参考として、この公債費の支出の基となっている特別区債（元金）について次に記載

する。 

（単位：円・％）

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

27,034,475,000 26,425,023,444 97.7 26,202,765,677 96.9 222,257,767 0.8

職員費 27,034,475,000 26,425,023,444 97.7 26,202,765,677 96.9 222,257,767 0.8

 職員費

科　目
７年度 ６年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
増減率
Ｃ／Ｂ

（単位：円・％）

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

1,248,543,000 1,239,431,647 99.3 1,719,106,384 99.3 △ 479,674,737 △ 27.9

公債費 1,248,543,000 1,239,431,647 99.3 1,719,106,384 99.3 △ 479,674,737 △ 27.9

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

 公債費

科　目
７年度 ６年度
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第１１款 諸支出金 

本款の支出済額は、１７９億１，３４４万円で、前年度に比べ１億６，６３２万８千

円（０．９％）減少した。 

特別会計繰出金の内訳は、国民健康保険事業特別会計へ３９億８，５５８万５千円、

後期高齢者医療事業特別会計へ６２億８，９２８万３千円、介護保険事業特別会計へ 

６８億１，９１９万１千円、用地特別会計へ２億９，３６０万４千円、駐車場事業特別

会計へ６７７万６千円を繰り出したほか、駐車場事業特別会計へ５億１，９００万円を

貸し付けたものである。 

増となったものは、介護保険事業特別会計繰出金（１億６，９９６万９千円）、駐車

場事業特別会計貸付金（３，６００万円）である。 

減となったものは、国民健康保険事業特別会計繰出金（△１億７，２４０万円）、後

期高齢者医療事業特別会計繰出金（△１億６，８７４万９千円）、用地特別会計繰出金

（△２，９７９万円）、駐車場事業特別会計繰出金（△１３５万９千円）である。

(参考）　７年度　特別区債（元金）の状況 （単位：円）

種　　別 ６年度末残額 ７年度償還額 ７年度起債額 ７年度末残額

総 務 債 181,500,000 30,250,000 0 151,250,000

福 祉 債 1,009,527,528 84,682,982 0 924,844,546

衛 生 債 28,500,000 4,750,000 0 23,750,000

都 市 整 備 債 643,476,084 53,180,896 0 590,295,188

教 育 債 9,073,254,557 1,009,782,144 0 8,063,472,413

合 計 10,936,258,169 1,182,646,022 0 9,753,612,147

予算現額 支出済額 Ａ 執行率 支出済額 Ｂ 執行率

19,323,585,000 17,913,439,780 92.7 18,079,768,161 92.6 △ 166,328,381 △ 0.9

特別会計繰出金 19,323,585,000 17,913,439,780 92.7 18,079,768,161 92.6 △ 166,328,381 △ 0.9

（単位：円・％）

科　目
７年度 ６年度

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

 諸支出金
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第１２款 予備費  

 

 

本款の予算計上額は、３億円であり、１億３，６９５万８千円を充用した。 

 

 

予備費充用の款項別内訳は、次のとおりである。 

 

  

（単位：円・％）

予算計上額 ※充用額　Ａ 執行率 充用額　Ｂ 執行率

300,000,000 136,958,000 45.7 143,744,000 35.9 △ 6,786,000 △ 4.7

予備費 300,000,000 136,958,000 45.7 143,744,000 35.9 △ 6,786,000 △ 4.7

※充用額は、第２款 総務費の予算現額に含まれる。

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

 予備費

科　目
７年度 ６年度

款 項 金　額

総務管理費 6,750,000

選挙費 130,208,000

136,958,000

（単位：円）

充　　　用　　　理　　　由

合　計

衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の執行
に係る経費

総務費

バルサアカデミー葛飾校に関する調査委託に係る経費
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４ 特別会計 

（１）国民健康保険事業特別会計 

ア 総括

歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。

歳 入

予算現額  ４９，３８７，１６１，０００ 円 

調定額  ４６，７５０，６２９，８５６ 円 

収入済額  ４３，６７７，４３１，１１５ 円・・・・Ａ 

不納欠損額   ６５４，００１，６７１ 円 

収入未済額  ２，４９２，２８４，０１９ 円 

還付未済額     ７３，０８６，９４９ 円 

歳 出 

予算現額 ４９，３８７，１６１，０００ 円 

支出済額  ４３，００４，５６１，１３４ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額  ０ 円 

不用額    ６，３８２，５９９，８６６ 円 

歳入歳出差引額     ６７２，８６９，９８１ 円・・・・Ｃ 

（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

本年度の形式収支、実質収支ともに同額の６億７，２８７万円で、実質収支から前年度の

実質収支を控除した単年度収支は、１億７，２０６万５千円の黒字となっている。  

７年度 ６年度 ５年度

決算額　   　Ａ 43,677,431,115 44,624,871,664 46,071,345,056

前年度比 △ 2.1 △ 3.1 △ 0.2

決算額    Ｂ 43,004,561,134 44,124,066,249 45,671,720,810

前年度比 △ 2.5 △ 3.4 0.1

672,869,981 500,805,415 399,624,246

0 0 0

672,869,981 500,805,415 399,624,246

500,805,415 399,624,246 501,816,633

172,064,566 101,181,169 △ 102,192,387

（単位：円・％）

区　分

 　歳　入

　 歳　出

 単年度収支    Ｅ－Ｆ

 前年度実質収支     Ｆ

 形式収支 Ｃ＝Ａ－Ｂ

 実質収支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ
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イ 歳入款別増減

第１款 国民健康保険料 

本款の収入済額は、１０４億７，８８０万７千円で、前年度に比べ２億９，７１１万４千

円（２．８％）減少した。これは、均等割保険料・所得割保険料率の引き下げにより、一般

被保険者の医療保険料現年分が４億７，２６６万３千円の減となったことなどによる。 

第５款 都支出金 

 本款の収入済額は、２８６億２，２４９万円で、前年度に比べ５億８，００８万８千円（２．

０％）減少した。これは、保険給付費等交付金の普通交付金が５億６，７５１万４千円の減

となったことなどによる。 

第７款 繰入金 

 本款の収入済額は、３９億８，５５８万５千円で、前年度に比べ１億７，２４０万円（４．

１％）減少した。 

（単位：円・％）

収入済額　Ａ 構成比 収入済額　Ｂ 構成比

1 国民健康保険料 10,478,807,178 24.0 10,775,921,541 24.1 △ 297,114,363 △ 2.8

2 一部負担金 0 0.0 0 0.0 0 －

3 使用料及び 手数料 225,300 0.0 123,300 0.0 102,000 82.7

4 国庫支出金 474,000 0.0 10,713,000 0.0 △ 10,239,000 △ 95.6

5 都支出金 28,622,490,114 65.5 29,202,577,750 65.4 △ 580,087,636 △ 2.0

6 財産収入 0 0.0 0 0.0 0 －

7 繰入金 3,985,585,128 9.1 4,157,984,876 9.3 △ 172,399,748 △ 4.1

8 繰越金 500,805,415 1.1 399,624,246 0.9 101,181,169 25.3

9 諸収入 89,043,980 0.2 77,926,951 0.2 11,117,029 14.3

43,677,431,115 100.0 44,624,871,664 100.0 △ 947,440,549 △ 2.1合 計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

７年度 ６年度
科 目
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ウ 歳出款別増減

第２款 保険給付費 

 本款の支出済額は、２８２億６，６８６万６千円で、前年度に比べ３億４，４８８万５千

円（１．２％）減少した。これは、一般被保険者療養給付費が２億７，３７９万円の減、一

般被保険者高額療養費支給経費が６，６０２万９千円の減となったことなどによる。 

第３款 国民健康保険事業費納付金 

 本款の支出済額は、１３３億１，７５１万８千円で、前年度に比べ９億３，２３７万８千

円（６．５％）減少した。これは、一般被保険者医療給付費分が８億９，７９６万円の減、

介護納付金分が２，４３９万２千円の減となったことなどによる。 

（単位：円・％）

支出済額　Ａ 構成比 支出済額　Ｂ 構成比

1 総務費 464,177,853 1.1 449,816,521 1.0 14,361,332 3.2

2 保険給付費 28,266,865,834 65.7 28,611,750,366 64.8 △ 344,884,532 △ 1.2

3 国民健康保険事業費納付金 13,317,518,265 31.0 14,249,896,740 32.3 △ 932,378,475 △ 6.5

4 財政安定化基金拠出金 0 0.0 0 0.0 0 －

5 保健事業費 374,691,002 0.9 380,287,527 0.9 △ 5,596,525 △ 1.5

6 諸支出金 581,308,180 1.4 432,315,095 1.0 148,993,085 34.5

7 予備費 0 0.0 0 0.0 0 －

43,004,561,134 100.0 44,124,066,249 100.0 △ 1,119,505,115 △ 2.5合　計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
 Ｃ／Ｂ

７年度 ６年度
科　目
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（２）後期高齢者医療事業特別会計 

ア 総括

歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。

歳 入

予算現額 １２，６９３，８３５，０００ 円 

調定額  １２，５１２，１１７，６８７ 円 

収入済額 １２，３８７，３９９，５７９ 円・・・・Ａ 

不納欠損額  ２８，６６９，６４０ 円 

収入未済額  １１４，３４１，９６８ 円 

還付未済額  １８，２９３，５００ 円 

歳 出 

予算現額  １２，６９３，８３５，０００ 円 

支出済額  １２，３８７，３９９，５７９ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額  ０ 円 

不用額    ３０６，４３５，４２１ 円 

歳入歳出差引額 ０ 円・・・・Ｃ 

（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

本年度の形式収支、実質収支ともに０円で、実質収支から前年度の実質収支を控除し

た単年度収支も０円となっている。 

７年度 ６年度 ５年度

決算額　   　Ａ 12,387,399,579 12,358,812,238 11,849,147,098

前年度比 0.2 4.3 2.9

決算額　   　Ｂ 12,387,399,579 12,358,812,238 11,849,147,098

前年度比 0.2 4.3 2.9

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（単位：円・％）

 前年度実質収支 Ｆ

 実質収支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 単年度収支    Ｅ－Ｆ

区　分

 　歳　入

　 歳　出

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

 形式収支 Ｃ＝Ａ－Ｂ
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イ 歳入款別増減

第１款 後期高齢者医療保険料 

 本款の収入済額は、５８億１，４２７万円で、前年度に比べ３億８，０８５万４千円

（７．０％）増加した。これは、被保険者数の増により、後期高齢者医療保険料の現年分

が３億６，７３４万４千円の増となったことなどによる。 

第３款 繰入金 

 本款の収入済額は、６２億８，９２８万３千円で、前年度に比べ１億６，８７４万９千

円（２．６％）減少した。 

ウ 歳出款別増減

第２款 広域連合分賦金 

 本款の支出済額は、１１９億３，４５２万９千円で、前年度に比べ５億２，４４４万２

千円（４．６％）増加した。これは、保険料分賦金が４億５，５８６万円の増、療養給付

費分賦金が２億１３０万２千円の増となったことなどによる。 

（単位：円・％）

収入済額　Ａ 構成比 収入済額　Ｂ 構成比

1 後期高齢者 医療保険料 5,814,269,528 46.9 5,433,415,776 44.0 380,853,752 7.0

2 使用料及び手数料 4,200 0.0 6,900 0.0 △ 2,700 △ 39.1

3 繰入金 6,289,283,040 50.8 6,458,032,156 52.3 △ 168,749,116 △ 2.6

4 繰越金 0 0.0 0 0.0 0 －

5 諸収入 283,842,811 2.3 467,357,406 3.8 △ 183,514,595 △ 39.3

12,387,399,579 100.0 12,358,812,238 100.0 28,587,341 0.2

科　目

合　計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

７年度 ６年度

（単位：円・％）

支出済額　Ａ 構成比 支出済額　Ｂ 構成比

1 総務費 348,382,546 2.8 356,171,505 2.9 △ 7,788,959 △ 2.2

2 広域連合分賦金 11,934,528,513 96.3 11,410,086,904 92.3 524,441,609 4.6

3 保健事業費 － － 453,509,099 3.7 △ 453,509,099 皆減

4 諸支出金 104,488,520 0.8 139,044,730 1.1 △ 34,556,210 △ 24.9

5 予備費 0 0.0 0 0.0 0 －

12,387,399,579 100.0 12,358,812,238 100.0 28,587,341 0.2

増減率
Ｃ／Ｂ

合　計

７年度 ６年度 増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

科　目
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（３）介護保険事業特別会計 

ア 総括 

     歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

 

歳 入 

予算現額                   ４８，２６９，８９９，０００ 円 

調定額                     ４７，００３，９３１，６９５ 円 

収入済額                   ４６，６４５，６４１，３４５ 円・・・・Ａ 

不納欠損額                         ８８，２３１，０２１ 円 

収入未済額                        ２９５，２１２，５７３ 円 

還付未済額                          ２５，１５３，２４４ 円 

 

歳 出 

予算現額                   ４８，２６９，８９９，０００ 円 

支出済額                    ４５，２３５，９６５，３９２ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額                                   ０ 円 

不用額                       ３，０３３，９３３，６０８ 円 

 

歳入歳出差引額                 １，４０９，６７５，９５３ 円・・・・Ｃ 

（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

 

 本年度の形式収支、実質収支ともに同額の１４億９６７万６千円で、実質収支から前年度

の実質収支を控除した単年度収支は、４億２，１８２万５千円の黒字となっている。 

７年度 ６年度 ５年度

決算額　 　　Ａ 46,645,641,345 44,794,210,019 43,707,491,609

前年度比　　 4.1 2.5 4.5

決算額　   　Ｂ 45,235,965,392 43,806,359,457 43,299,366,686

前年度比　　 3.3 1.2 5.5

1,409,675,953 987,850,562 408,124,923

0 0 0

1,409,675,953 987,850,562 408,124,923

987,850,562 408,124,923 767,136,904

421,825,391 579,725,639 △ 359,011,981

（単位：円・％）

 前年度実質収支 　　  　　Ｆ

 実質収支　 　  　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 単年度収支　  　     Ｅ－Ｆ

区　分

 　歳　入

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

　 歳　出

 形式収支　　　　 Ｃ＝Ａ－Ｂ
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イ 歳入款別増減

第１款 介護保険料 

 本款の収入済額は、９１億５，６５２万円で、前年度に比べ１億９，２２５万１千円（２．

１％）増加した。これは、現年分が１億９，１６７万７千円の増となったことなどによる。 

第３款 国庫支出金 

 本款の収入済額は、１０７億８，７７２万９千円で、前年度に比べ４億２，２００万７千

円（４．１％）増加した。これは、介護給付費負担金の現年度分が４億９７５万７千円の増

となったことなどによる。 

第５款 支払基金交付金 

 本款の収入済額は、１１４億８，８１２万５千円で、前年度に比べ２億２，４０９万１千

円（２．０％）増加した。これは、介護給付費交付金の現年度分が２億２，８０８万２千円

の増となったことなどによる。 

（単位：円・％）

収入済額　Ａ 構成比 収入済額　Ｂ 構成比

1 介護保険料 9,156,520,343 19.6 8,964,269,297 20.0 192,251,046 2.1

2 使用料及び 手数料 0 0.0 0 0.0 0 －

3 国庫支出金 10,787,729,436 23.1 10,365,722,240 23.1 422,007,196 4.1

4 都支出金 6,089,870,390 13.1 5,921,236,945 13.2 168,633,445 2.8

5 支払基金 交付金 11,488,125,030 24.6 11,264,034,072 25.1 224,090,958 2.0

6 財産収入 14,499,691 0.0 8,773,899 0.0 5,725,792 65.3

7 繰入金 8,119,191,324 17.4 7,849,222,064 17.5 269,969,260 3.4

8 繰越金 987,850,562 2.1 408,124,923 0.9 579,725,639 142.0

9 諸収入 1,854,569 0.0 12,826,579 0.0 △ 10,972,010 △ 85.5

46,645,641,345 100.0 44,794,210,019 100.0 1,851,431,326 4.1

科　目

合　計

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

７年度 ６年度

－  56 －



ウ 歳出款別増減

第２款 保険給付費 

 本款の支出済額は、４１５億２，０７７万９千円で、前年度に比べ１０億４，８７３万８

千円（２．６％）増加した。これは、介護サービス諸費の居宅介護サービス給付経費が６億

２，７１７万９千円の増、施設介護サービス給付経費が１億８，５９５万６千円の増、地域

密着型介護サービス給付経費が１億２８２万５千円の増となったことなどによる。 

第３款 地域支援事業費 

 本款の支出済額は、１１億３，４９７万５千円で、前年度に比べ３，９５７万８千円（３．

６％）増加した。これは、介護予防・生活支援サービス事業費の介護予防・生活支援サービ

ス事業経費が３，５８６万８千円の増となったことなどによる。 

（単位：円・％）

支出済額　Ａ 構成比 支出済額　Ｂ 構成比

1 総務費 931,108,566 2.1 923,386,847 2.1 7,721,719 0.8

2 保険給付費 41,520,779,089 91.8 40,472,041,540 92.4 1,048,737,549 2.6

3 地域支援 事業費 1,134,974,756 2.5 1,095,396,660 2.5 39,578,096 3.6

4 基金積立金 1,148,695,063 2.5 1,005,037,909 2.3 143,657,154 14.3

5 諸支出金 500,407,918 1.1 310,496,501 0.7 189,911,417 61.2

6 予備費 0 0.0 0 0.0 0 －

45,235,965,392 100.0 43,806,359,457 100.0 1,429,605,935 3.3

増減率
Ｃ／Ｂ

合　計

７年度 ６年度 増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

科　目
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（４）用地特別会計 

ア 総括

歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。

歳 入

予算現額 ２９３，７００，０００ 円 

調定額 ２９３，６０４，２８８ 円 

収入済額 ２９３，６０４，２８８ 円・・・・Ａ 

不納欠損額  ０ 円 

収入未済額  ０ 円 

還付未済額   ０ 円 

歳 出 

予算現額 ２９３，７００，０００ 円 

支出済額 ２９３，６０４，２８８ 円・・・・Ｂ

翌年度繰越額    ０ 円 

不用額   ９５，７１２ 円 

歳入歳出差引額    ０ 円・・・・Ｃ

（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

本年度の形式収支、実質収支ともに０円で、実質収支から前年度の実質収支を控除し

た単年度収支も０円となっている。 

７年度 ６年度 ５年度

決算額 Ａ 293,604,288 323,394,065 32,926,888,113

前年度比 △ 9.2 △ 99.0 ―

決算額 Ｂ 293,604,288 323,394,065 32,926,888,113

前年度比 △ 9.2 △ 99.0 ―

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 ―

0 0 0

（単位：円・％）

区　分

 形式収支 Ｃ＝Ａ－Ｂ

 実質収支   Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

 単年度収支     Ｅ－Ｆ

 前年度実質収支     Ｆ

 　歳　入

　 歳　出
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イ 歳入款別増減 

 

 

第１款 繰入金 

 本款の収入済額は、２億９，３６０万４千円で、前年度に比べ２，９７９万円（９．２％）

減少した。 

 

 

ウ 歳出款別増減 

 

 

第１款 公債費 

 本款の支出済額は、２億９，３６０万４千円で、前年度に比べ２，９７９万円（９．２％）

減少した。 

 

（単位：円・％）

収入済額 Ａ 構成比 収入済額 Ｂ 構成比

1 繰入金 293,604,288 100.0 323,394,065 100.0 △ 29,789,777 △ 9.2

293,604,288 100.0 323,394,065 100.0 △ 29,789,777 △ 9.2

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

７年度 ６年度
科　目

合　計

（単位：円・％）

支出済額 Ａ 構成比  支出済額 Ｂ 構成比

1 公債費 293,604,288 100.0 323,394,065 100.0 △ 29,789,777 △ 9.2

293,604,288 100.0 323,394,065 100.0 △ 29,789,777 △ 9.2

増減率
Ｃ／Ｂ

合　計

科　目
６年度７年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
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（５）駐車場事業特別会計 

ア 総括 

  歳入歳出決算の総額は、次のとおりである。 

 

歳 入 

予算現額                  ７０７，０００，０００ 円 

調定額                    ７０５，２２０，０７７ 円 

収入済額                   ７０５，２２０，０７７ 円・・・・Ａ 

不納欠損額                                     ０ 円 

収入未済額                                     ０ 円 

還付未済額                             ０ 円 

 

歳 出 

予算現額                  ７０７，０００，０００ 円 

支出済額                  ７０４，５０８，４０６ 円・・・・Ｂ 

翌年度繰越額                                   ０ 円 

不用額                       ２，４９１，５９４ 円 

 

歳入歳出差引額              ７１１，６７１ 円・・・・Ｃ 

（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

 

財政収支の推移は、次のとおりである。 

 
  本年度の形式収支、実質収支ともに同額の７１万２千円で、実質収支から前年度の実

質収支を控除した単年度収支は、５８万７千円の黒字となっている。 

７年度 ６年度 ５年度

決算額　　 　Ａ 705,220,077 671,170,374 682,383,037

前年度比 5.1 △ 1.6 11.4

決算額　　   Ｂ 704,508,406 671,045,454 681,630,996

前年度比 5.0 △ 1.6 11.4

711,671 124,920 752,041

0 0 0

711,671 124,920 752,041

124,920 752,041 765,889

586,751 △ 627,121 △ 13,848

（単位：円・％）

区　分

 形式収支　　　 　Ｃ＝Ａ－Ｂ

 実質収支         Ｅ＝Ｃ－Ｄ

 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

 単年度収支           Ｅ－Ｆ

 前年度実質収支           Ｆ

 　歳　入

　 歳　出
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イ 歳入款別増減

第３款 繰入金 

 本款の収入済額は、５億２，５７７万６千円で、前年度に比べ３，４６４万１千円

（７．１％）増加した。これは、一般会計借入金が３，６００万円の増となったことなど

による。 

ウ 歳出款別増減

第３款 諸支出金 

 本款の支出済額は、５億５，３０４万８千円で、前年度に比べ２，９３０万８千円（５．

６％）増加した。これは、一般会計借入金償還金が増となったことによる。 

（単位：円・％）

収入済額 Ａ 構成比 収入済額 Ｂ 構成比

1 使用料及び手数料 1,248 0.0 1,248 0.0 0 0.0

2 財産収入 0 0.0 0 0.0 0 －

3 繰入金 525,776,000 74.6 491,135,000 73.2 34,641,000 7.1

4 繰越金 124,920 0.0 752,041 0.1 △ 627,121 △ 83.4

5 諸収入 179,317,909 25.4 179,282,085 26.7 35,824 0.0

705,220,077 100.0 671,170,374 100.0 34,049,703 5.1

増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

７年度 ６年度
科　目

合　計

（単位：円・％）

支出済額 Ａ 構成比  支出済額 Ｂ 構成比

1 駐車場事業費 41,807,920 5.9 37,652,768 5.6 4,155,152 11.0

2 公債費 109,652,226 15.6 109,652,226 16.3 0 0.0

3 諸支出金 553,048,260 78.5 523,740,460 78.0 29,307,800 5.6

704,508,406 100.0 671,045,454 100.0 33,462,952 5.0

増減率
Ｃ／Ｂ

合　計

科　目
６年度７年度 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ
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（特別会計歳入資料） 

ア 収入未済

(単位：円)

７年度 ６年度 増　減

一般被保険者医療保険料 　 (現年分) 846,646,245 932,999,819 △ 86,353,574

一般被保険者医療保険料(滞納繰越分) 1,008,084,187 1,006,906,667 1,177,520

一般被保険者後期高齢者支援金保険料
(現年分)

279,230,065 278,326,256 903,809

一般被保険者後期高齢者支援金保険料
(滞納繰越分)

130,220,970 170,276,464 △ 40,055,494

一般被保険者介護保険料　  (現年分) 114,474,557 87,023,627 27,450,930

一般被保険者介護保険料(滞納繰越分) 9,662,180 66,876,879 △ 57,214,699

退職被保険者等医療保険料
(滞納繰越分)

0 1,230 △ 1,230

退職被保険者等後期高齢者支援金保険料
(滞納繰越分)

0 329 △ 329

都負担金
・補助金

保険給付費等交付金　（普通交付金） 0 67,104 △ 67,104

一般被保険者加算金 610,757 610,757 0

延滞金 0 3,700 △ 3,700

過料 1,279,361 1,279,361 0

一般被保険者第三者納付金 672,434 1,142,434 △ 470,000

一般被保険者返納金 101,396,073 104,754,384 △ 3,358,311

雑入 7,190 7,190 0

2,492,284,019 2,650,276,201 △ 157,992,182

後期高齢者医療保険料　　 （現年分） 80,384,987 77,118,151 3,266,836

後期高齢者医療保険料　(滞納繰越分) 33,956,981 42,726,985 △ 8,770,004

加算金、延滞金
及び過料

延滞金 0 100 △ 100

114,341,968 119,845,236 △ 5,503,268

介護保険料 （現年分） 137,586,358 140,886,661 △ 3,300,303

介護保険料 （滞納繰越分） 136,360,942 133,856,521 2,504,421

加算金 183,668 61,576 122,092

延滞金 184,100 3,300 180,800

返納金 20,851,405 20,546,175 305,230

雑入 46,100 46,100 0

295,212,573 295,400,333 △ 187,760

2,901,838,560 3,065,521,770 △ 163,683,210合　計

歳　入　内　容

雑入

国民健康保険料

後期高齢者
医療保険料

介護保険料

加算金、延滞金
及び過料

小　計

後
期
高
齢

小　計

介
護
保
険

小　計

国
民
健
康
保
険

雑入

加算金、延滞金
及び過料
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イ 不納欠損

(単位：円)

７年度 ６年度 増　減

一般被保険者医療保険料　　(現年分) 4,482,896 2,693,045 1,789,851

一般被保険者医療保険料(滞納繰越分) 432,961,594 607,667,754 △ 174,706,160

一般被保険者後期高齢者支援金保険料
(現年分)

1,556,885 885,347 671,538

一般被保険者後期高齢者支援金保険料
(滞納繰越分)

142,609,367 198,167,354 △ 55,557,987

一般被保険者介護保険料　　(現年分) 770,630 484,437 286,193

一般被保険者介護保険料(滞納繰越分) 68,277,353 94,327,387 △ 26,050,034

雑入 一般被保険者返納金 3,342,946 7,180,879 △ 3,837,933

654,001,671 911,406,203 △ 257,404,532

後期高齢者
後期高齢者医療保険料 (現年分) 1,103,500 31,500 1,072,000

医療保険料
後期高齢者医療保険料  (滞納繰越分) 27,566,140 16,187,440 11,378,700

28,669,640 16,218,940 12,450,700

介護保険料 介護保険料 （滞納繰越分） 88,231,021 95,924,084 △ 7,693,063

加算金、延滞金
及び過料

加算金 0 80,272 △ 80,272

雑入 返納金 0 200,682 △ 200,682

88,231,021 96,205,038 △ 7,974,017

770,902,332 1,023,830,181 △ 252,927,849

小　計

合　計

国民健康保険料

小　計

後
期
高
齢

歳　入　内　容

小　計

国
民
健
康
保
険

介
護
保
険
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ウ 国民健康保険料の収納状況の推移

 国民健康保険料の本年度の収入額は、１０４億７，８８０万７千円で、前年度に比べ２

億９，７１１万４千円の減となっている。 

本年度の収納率は７７．９％で、前年度に比べ１．８ポイント上回っている。収納率の

状況を現年分と滞納繰越分とに分けて比較すると、現年分の本年度の収納率は８９．２％

で、前年度と同率である。また、滞納繰越分の本年度の収納率は２９．４％で、前年度に

比べ１０．７ポイント上回っている。 

（単位：千円・％）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

10,645,243 10,820,025 10,352,918 11,521,755 10,914,019

9,453,640 9,658,814 9,279,548 10,282,658 9,735,558

0 14,812 13 4,063 6,810

葛飾区 88.8 89.3 89.6 89.2 89.2

特別区 90.1 89.9 90.2 89.9 90.4

2,972,586 2,681,365 2,580,060 2,634,097 2,530,678

622,216 615,434 489,846 493,263 743,249

882,124 671,260 581,963 900,162 643,848

葛飾区 20.9 23.0 19.0 18.7 29.4

特別区 27.8 28.6 30.9 31.4 35.0

13,617,829 13,501,390 12,932,978 14,155,852 13,444,697

10,075,856 10,274,248 9,769,394 10,775,921 10,478,807

葛飾区 74.0 76.1 75.5 76.1 77.9

特別区 79.4 80.9 81.6 82.4 82.6
収納率

調定額

収入額
合 計

滞　納
繰越分

不納欠損額

調定額

収入額

収納率

調定額

収入額

現年分 不納欠損額

収納率

72.0

76.0

80.0

84.0

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

(百万円) (%)

調定額 収入額

収納率（葛飾区） 収納率（特別区）
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エ 後期高齢者医療保険料の収納状況の推移

 後期高齢者医療保険料の本年度の収入額は、５８億１，４２７万円で、前年度に比べ３

億８，０８５万４千円の増となっている。本年度の収納率は９７．９％で、前年度と同率

である。 

 本年度の収納率を現年分と滞納繰越分に分けて比較すると、現年分は前年度と同率で、

滞納繰越分は前年度より５．６ポイント上回っている。 

（単位：千円・％）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

4,417,404 4,978,066 5,037,781 5,447,767 5,820,511

4,376,552 4,922,135 4,984,418 5,389,239 5,756,583

0 17 29 32 1,104

99.1 98.9 98.9 98.9 98.9

94,926 89,817 100,436 102,457 118,477

39,434 43,327 52,598 44,177 57,687

23,114 20,867 16,232 16,187 27,566

41.5 48.2 52.4 43.1 48.7

4,512,330 5,067,883 5,138,217 5,550,224 5,938,988

合 計 4,415,986 4,965,462 5,037,016 5,433,416 5,814,270

97.9 98.0 98.0 97.9 97.9

現年分
不納欠損額

調定額

収入額滞　納
繰越分 不納欠損額

調定額

収入額

収納率

収納率

調定額

収入額

収納率

92.0

94.0

96.0

98.0

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

(%)
（百万円）

調定額 収入額 収納率
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オ 介護保険料の収納状況の推移

 介護保険料の本年度の収入額は、９１億５，６５２万円で、前年度に比べ１億９，２２

５万円の増となっている。本年度の収納率は９６．４％で、前年度に比べ０．１ポイント

上回っている。 

 本年度の収納率を現年分と滞納繰越分に分けて比較すると、現年分は前年度に比べ０．

１ポイント上回り、滞納繰越分は前年度より０．５ポイント上回っている。 

（単位：千円・％）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

8,410,948 8,456,372 8,409,403 9,031,787 9,219,417

8,267,975 8,322,050 8,301,222 8,914,701 9,106,378

98.3 98.4 98.7 98.7 98.8

346,282 329,686 320,399 278,847 274,128

63,126 59,812 71,729 49,569 50,142

119,449 110,106 101,287 95,924 88,231

18.2 18.1 22.4 17.8 18.3

8,757,230 8,786,058 8,729,802 9,310,634 9,493,545

8,331,101 8,381,862 8,372,951 8,964,270 9,156,520

95.1 95.4 95.9 96.3 96.4

合 計

収納率

収入額

調定額

収入額

収納率

滞　納
繰越分 不納欠損額

調定額

収入額

収納率

調定額

現年分

92.0

94.0

96.0

98.0

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

(%)

（百万円） 調定額 収入額 収納率
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５ 財産 

（１）総括 

 財産としての公有財産（土地、建物、無体財産権、有価証券、出資による権利）、

物品、債権、基金の状況は、次のとおりである。 

（２）公有財産 

ア 土地（地積）

公用財産について、減の主な理由は、清掃事務所新宿分室敷地を用途廃止し、公共用財

産としたものである。 

 公共用財産について、増の主な理由は、清掃事務所新宿分室敷地を学校用地として用

途変更し、公共用財産としたものなどであり、減の主な理由は、水元幼稚園敷地を用途廃

止し、普通財産としたものなどである。  

※１

５年度 ６年度 ７年度

土　地 1,774,197.39㎡ 1,843,899.89㎡ 1,844,974.75㎡

建　物 831,954.65㎡ 846,860.91㎡ 853,053.66㎡

無体財産権 4件 4件 8件

有価証券※２ 30,000,000円 30,000,000円 30,000,000円

出資による権利 79,277,392円 79,277,392円 79,277,392円

5,601点 5,651点 5,790点

4,519,273,838円 4,723,189,685円 4,926,352,918円

152,565,252,493円 148,186,015,522円 137,830,901,315円

※１　すべての数値は各年度末の現在高である。（道路、橋梁及び河川は含まない。）
※２　有価証券は額面金額である。
※３　物品は５０万円以上のものである。

区　分

公
有
財
産

物　品
※３

債　権

基　金

（単位：㎡）

増 減

公　用 40,982.00 0.00 1,669.99 39,312.01

公共用 1,702,056.32 2,836.21 1,802.75 1,703,089.78

計 1,743,038.32 2,836.21 3,472.74 1,742,401.79

100,861.57 1,802.75 91.36 102,572.96

1,843,899.89 4,638.96 3,564.10 1,844,974.75合　計

区　分 ６年度末現在高
７年度中増減

７年度末現在高

行
政
財
産

普通財産
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普通財産について、増の主な理由は、水元幼稚園敷地を普通財産としたものなどであ

り、減の理由は、南水元一丁目事業用代替地を売却したものである。 

イ 建物（延床面積）

 公用財産について、増の主な理由は江戸川堤さくら公園防災倉庫の新築によるものな

どであり、減の理由は、常盤中学校備蓄倉庫の取壊しによるものである。  

公共用財産について、増の主な理由は、水元小学校校舎の新規取得によるものなどで

あり、減の主な理由は、常盤中学校体育館の取壊しによるものなどである。 

 普通財産について、増の主な理由は、水元幼稚園園舎を普通財産としたものなどであ

り、減の主な理由は、清掃事務所新宿分室庁舎の取壊しによるものなどである。 

ウ 無体財産権

 商標権について、増の４件は、「全国みどりと花のフェアかつしか」公式ロゴマーク（商

標）、サカセミライ（商標）、Bloom Your Future Katsushika（商標）、ギョギョシくん（商

標）である。 

エ 有価証券

 本年度末において保有している株券は、葛飾エフエム放送株式会社の株券（額面５万

円）の６００株である。 

（単位：㎡）

増 減

公　用 55,447.45 35.60 20.44 55,462.61

公共用 730,055.06 10,035.85 2,538.11 737,552.80

計 785,502.51 10,071.45 2,558.55 793,015.41

61,358.40 1,430.95 2,751.10 60,038.25

846,860.91 11,502.40 5,309.65 853,053.66

普通財産

合　計

区　分 ６年度末現在高
７年度中増減

７年度末現在高

行
政
財
産

（単位：件）

増 減

4 4 0 8商標権

区　分 ６年度末現在高
７年度中増減

７年度末現在高

（単位：円）

増 減

30,000,000 0 0 30,000,000株　券

区　分 ６年度末現在高
７年度中増減

７年度末現在高
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オ 出資による権利

 本年度末における出資による権利の現在高は７，９２７万７千円で、同年度中の増減

はない。 

（３）物品 

５０万円以上の物品は、本年度中の増は３１０点であり、減は１７１点である。 

（単位：円）

増 減

5,000,000 0 0 5,000,000

2,620,000 0 0 2,620,000

2,000,000 0 0 2,000,000

25,440,000 0 0 25,440,000

10,000,000 0 0 10,000,000

15,217,392 0 0 15,217,392

19,000,000 0 0 19,000,000

79,277,392 0 0 79,277,392合　計

区　分 ６年度末現在高
７年度中増減

７年度末現在高

（公財）東京しごと財団

（公財）東京都農林水産振興財団

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター

（一財）道路管理センター

 葛飾区土地開発公社

（公財）暴力団追放運動推進都民センター

 地方公共団体金融機構

（単位：点）

増 減

5,651 310 171 5,790

７年度中増減
７年度末現在高

物　品

区　分 ６年度末現在高
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（４）債権 

 債権は、本年度の貸付額１４億５６０万３千円から、償還などによる１２億２４４万

円を差し引いた結果、２億３１６万３千円の増となっている。 

（単位：円）

増 減

1,888,375 0 1,669,100 219,275

145,285,684 3,512,000 87,415,768 61,381,916

1,924,622,234 883,091,498 526,474,113 2,281,239,619

2,467,000,000 519,000,000 544,000,000 2,442,000,000

42,180,000 0 0 42,180,000

48,600,000 0 3,600,000 45,000,000

93,613,392 0 39,281,284 54,332,108

4,723,189,685 1,405,603,498 1,202,440,265 4,926,352,918

区　分
７年度中増減

合　計

奨学資金貸付金

土地開発公社貸付金

駐車場事業特別会計貸付金

地域生活支援型入所施設
運営資金貸付金

私立認可保育所運営費
算定相違返還金

高齢者住宅賃貸借保証金

女性福祉資金貸付金

６年度末現在高 ７年度末現在高
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（５）基金 

積立基金は、特定の財源を確保するために設けられたものであり、定額運用基金は、一

定額の原資金を運用することで、特定の事務又は事業を運営するために設けられたもの

である。 

基金は、預金及び有価証券（用地取得基金は、預金及び土地）で運用されている。預金

の種別は、大口定期預金、譲渡性預金、普通預金などである。有価証券は、各地方公共団

体発行の公募地方債などである。積立基金は、預金、有価証券ともに一括して管理運用を

行っている。 

（単位：円）

増 減

財政調整基金 21,013,454,881 1,758,629,664 1,472,685,000 21,299,399,545

奨学資金積立基金 157,505,072 200,000 0 157,705,072

減債基金 2,895,453,598 1,428,524,983 12,000,000 4,311,978,581

介護保険給付
準備基金

4,002,315,893 1,148,695,063 1,300,000,000 3,851,010,956

駐車場事業
特別会計基金

7,457 0 0 7,457

総合庁舎整備基金 21,997,424,668 2,107,239,654 0 24,104,664,322

夢と誇りある
ふるさと葛飾基金

490,918,257 127,827,691 116,547,000 502,198,948

新金貨物線
旅客化整備基金

6,019,097,210 21,803,089 0 6,040,900,299

公共施設等整備基金 84,209,838,486 7,002,399,649 21,049,202,000 70,163,036,135

小　計 140,786,015,522 13,595,319,793 23,950,434,000 130,430,901,315

用地取得基金 7,000,000,000 0 0 7,000,000,000

公共料金支払基金 400,000,000 0 0 400,000,000

小　計 7,400,000,000 0 0 7,400,000,000

148,186,015,522 13,595,319,793 23,950,434,000 137,830,901,315合　計

６年度末現在高 ７年度末現在高区　分
７年度中増減

積

立

基

金

定
額
運
用
基
金
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 財政調整基金は、原資及び利子相当額１７億５，８６３万円を積み立て、１４億７，２

６８万５千円を取り崩して一般会計に繰り入れた。  

奨学資金積立基金は、指定寄付金２０万円を積み立てた。 

 減債基金は、原資及び利子相当額１４億２，８５２万５千円を積み立て、都市計画道路

補助第２６４号線（三和橋地区）の整備のために起債した特別区債の償還経費に充当す

るため、１，２００万円を取り崩して一般会計に繰り入れた。 

 介護保険給付準備基金は、介護保険事業特別会計から原資及び利子相当額１１億４，

８６９万５千円を積み立て、保険給付費に充当するため、１３億円を取り崩して同会計

に繰り入れた。 

総合庁舎整備基金は、原資及び利子相当額２１億７２４万円を積み立てた。 

 夢と誇りあるふるさと葛飾基金は、寄附金及び利子相当額１億２，７８２万８千円を

積み立て、全国みどりと花のフェアかつしか会場整備工事などの経費に充当するため、

１億１，６５４万７千円を取り崩して一般会計に繰り入れた。  

新金貨物線旅客化整備基金は、利子相当額２，１８０万３千円を積み立てた。 

 公共施設等整備基金は、原資及び利子相当額７０億２４０万円を積み立て、立石駅周

辺再開発事業などの経費に充当するため、２１０億４，９２０万２千円を取り崩して一

般会計に繰り入れた。 

－  72 －



葛飾区各基金運用状況審査意見書



８葛監第 ６１ 号 

令和８年９月４日 

葛飾区長 青木 克德 殿 

葛飾区監査委員  坂 井  保 義 

同 向 江  壽美惠 

同   秋 家  聡  明 

同 下 山  しんいち 

令和７年度葛飾区各基金運用状況の審査意見について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第５項の規定に基づき、令和７年

度葛飾区用地取得基金及び葛飾区公共料金支払基金の運用状況を審査したので、次のと

おり意見を付する。 





令和７年度葛飾区各基金運用状況審査意見 

１ 審査の対象 

  審査の対象は、地方自治法第２４１条第５項に基づき、特定の目的のために定額の 

資金を運用する以下の基金運用状況報告とした。 

  令和７年度 葛飾区用地取得基金運用状況報告 

  同     葛飾区公共料金支払基金運用状況報告 

２ 審査の期間 

  令和８年８月３日から令和８年８月２４日まで 

３ 審査の方法 

  基金運用状況の審査にあたっては、各基金の運用状況報告の計数を関係書類により 

確かめるとともに、基金の運用及び管理が設置目的に従い確実かつ効率的に運用され 

ているかどうかについて審査した。 

４ 審査の結果 

  各基金の運用状況報告の計数は、関係書類と照合した結果、誤りがないことを確認 

した。また、各基金の運用及び管理についても、適正であると確認した。 

（１）用地取得基金 

ア 基金現在高

 運用収益として、預金利子８５５万８千円、土地貸付料５５万２千円を一般会計に繰

り入れた。 

イ 用地取得及び処分状況

2,367,977,028
7,000,000,000

 （5,126.29㎡ )

（単位：円）

６年度末基金現在高 ７年度末基金現在高土地残高現金現在高

7,000,000,000 4,632,022,972

面　積

金　額

面　積

金　額
処　分

1,824,667,889円 90,579,017円 1,915,246,906円

3,254.58㎡3,031.97㎡ 222.61㎡

７年度中増減高

4,283,223,934円

△1,002.71㎡

4,605,294,733円

8,380.87㎡

区　分 ７年度末累計

△322,070,799円
取　得

６年度末累計

9,383.58㎡
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（２）公共料金支払基金 

ア 基金現在高

運用収益として、預金利子５２万７千円を一般会計に繰り入れた。 

イ 公共料金支払実績

400,000,000

（単位：円）

現金現在高 　各課未収金（債権）

400,000,000

６年度末基金現在高 ７年度末基金現在高

267,851,317 132,148,683

電気料金

ガス料金

上下水道料金

電話料金

合　計

（注）基金回転率＝年間支払額合計÷基金額

3.6 回

1,440,549,640 1,422,671,779

年
間
支
払
額

651,689,904

1,527,045,926

244,386,597

455,904,262

316,997,846

488,023,119

基金回転率 3.6 回

141,570,844 172,488,162 161,746,552

3.8 回

472,480,006

400,000,000

（単位：円）

７年度

基金額 400,000,000 400,000,000

区　分

489,398,581

５年度 ６年度

494,434,573

301,146,899
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葛飾区健全化判断比率審査意見書



８葛監第 ６２ 号 

令和８年９月４日 

葛飾区長 青木 克德 殿 

葛飾区監査委員  坂 井  保 義 

同 向 江  壽美惠 

同 秋 家  聡  明 

同 下 山  しんいち 

令和７年度葛飾区健全化判断比率の審査意見について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の

規定により審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負

担比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した結果、次のとおり意見

を付する。 





令和７年度葛飾区健全化判断比率審査意見 

１ 審査の対象 

実質赤字比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

連結実質赤字比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

実質公債費比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

将来負担比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

２ 審査の期間 

  令和８年８月３日から令和８年８月２４日まで 

３ 審査の方法 

審査は上記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正

かを検証するため、決算諸表その他の帳票及び証拠書類との照合等を行うとともに、

関係部課から説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

４ 審査の結果 

  審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比

率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類の様式は、法令の規定に準拠して

作成されており、関係帳票及び証拠書類等を照合した結果、計数は正確で誤りのない

ものと確認した。 

５ 健全化判断比率 

（１） 葛飾区の状況

（単位：％）

健全化判断比率

― ― 0.0 ―

― ― △0.7 ―

※１　実質赤字比率・連結実質赤字比率は、赤字額が生じていないため「－」で記載。
※２　実質的な負債の標準財政規模等に対する比率である将来負担比率は、将来負担額
　　を上回る充当可能財源があり理論上の計算が成り立たない状況である。

７年度

６年度

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
年　度

※１ ※２※１

（２）参考数値（地方公共団体の財政の健全化に関する法律・同施行令） 

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

11.25 16.25 25.0 350.0

ア 早期健全化基準
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（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

20.00 30.00 35.0

イ 財政再生基準

１　地方公共団体は、健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、
　実質公債費比率及び将来負担比率）のいずれかがアの早期健全化基準以上
　である場合、当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健
　全化計画」を定めなければならない。
２　再生判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率）
　のいずれかがイの財政再生基準以上である場合、当該再生判断比率を公表
　した年度の末日までに、「財政再生計画」を定めなければならない。

６ 健全化判断比率の分析 

（１）実質赤字比率 

一般会計等※を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率は、前年度の７．０

９％に比べて２．８９ポイント上回って９．９８％の黒字となっている。 

※「一般会計等」とは、「一般会計」と「用地特別会計」などを合わせたもので、全国の自治体の

決算数値を比較分析するために収支調整した、いわゆる決算統計における「普通会計」に相当

する範囲及び計上方法に基づいている。

（２）連結実質赤字比率 

一般会計等及び国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、介護保

険事業特別会計、駐車場事業特別会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する

比率は、前年度の８．１５％に比べて３．２１ポイント上回って１１．３６％の黒字

となっている。 

（３）実質公債費比率 

一般会計等及びその他の特別会計を対象とした元利償還金及び準元利償還金並びに

葛飾区が出資する特別区人事・厚生事務組合及び東京二十三区清掃一部事務組合の起

債に充てたと認められる負担金等の標準財政規模等に対する比率（３か年平均）は、

前年度の△０．７％に比べて０．７ポイント上回って０．０％となっている。 

（４）将来負担比率 

一般会計等及びその他の特別会計、葛飾区が出資する特別区人事・厚生事務組合等

及び葛飾区土地開発公社が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模等に対する比

率は、将来負担額を上回る充当可能財源があり理論上の計算が成り立たない状況と 

なっている。これは、昨年度も同様の状況であった。 

（５）まとめ 

健全化判断比率の状況は、昨年度に続き極めて健全な財政状況にあることが示され

ている。 
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